
［令和8（2026）年度～令和10（2028）年度］

令和7年12月

川島町

資料５

第６次川島町総合振興計画

実施計画
第６次川島町総合振興計画　前期基本計画　代表事業



　況を基に内容を見直し、公表します。

　　基本構想の計画期間を前半5年間と後半5年間に分け、それぞれの期間で将来像の実現に向けた各施策の方向性、

　目標等を示すものです。

　　基本計画では、戦略目標ごとに評価指標、施策ごとにKPIを設定して進捗状況を検証します。

　　　

（３）実施計画

　　基本計画で示す施策の効果的な実現に向けた具体的な事業を示すものです。計画期間を3年間とし、1年ごとに財政状

（２）基本計画

１　第６次川島町総合振興計画における実施計画について

　　総合振興計画は、まちづくりの柱として町の最上位計画に位置付けられており、町の将来像や基本理念、将来像を実現す

　るための戦略目標などを体系化し、その取組の指針を示すものです。

　　総合振興計画は、「基本構想」「基本計画」「実施計画」で構成されており、計画書に掲載している基本構想及び基本計

　画を具体化するための取組を、「実施計画」に取りまとめています。

　　　

（１）基本構想

　　令和3(2021)年度から12(2030)年度までの10年間を展望し、まちづくりの方向性や将来像を示すものです。

　　基本構想では、基本理念「ここが好き、やっぱり好き」に基づく政策の達成状況を検証する指標として、まちづくり総合目標

　「住みよさ町民満足度」を設定しています。
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　　　その他、各施策に関連する事業は、所管課において予算化した上で実施しています。

　　　

（４）留意事項

　　　・代表事業調書に掲載された事業費は、概算事業費として計上しています。予算化に向けては、詳細な事業設計や事業

　　　　費の精査を行った上で、当該年度の当初予算編成が行われます。

　　　・初期の目的を達成した代表事業は、川島町総合振興計画審議会による検証を経た後に変更します。

　　39の主な施策と特に関連のある「代表事業」を対象に調書を作成し、取りまとめています。

２　実施計画の概要

（１）実施計画作成の主旨

　　実施計画は、第6次川島町総合振興計画前期基本計画の実行計画であり、計画期間における事業の優先順位の決定

　と予算編成方針の基礎資料となるものです。実施計画の策定にあたっては、社会情勢の変化や緊急度が高く集中的に対応

　する新たな取組を反映させるため、3年ごとのローリングシステムを採用します。

（２）実施計画の期間

　　期間は、令和8(2026)年度から令和10(2028)年度までの3年間とします。

（３）本資料の対象事業

　　　(2)で掲げる期間に実施される事業であり、第6次川島町総合振興計画前期基本計画に位置付けられた8の重要施策、

2



　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　

　　　 Ｄ：スケジュールに遅れがある、または未実施

Ｃ 目標達成に向けやや遅れがある 50～75％未満

Ｄ
目標達成に向け遅れがあり、改善や工夫が必要と思わ

れる
50％未満

※達成率の把握ができていない事業は「－」としています。

※数値基準のない事業については、進捗状況により評価しています。

Ａ：スケジュールどおり実施した

Ｂ：スケジュールを概ね実施した

Ｃ：スケジュールにやや遅れがある

Ｂ 目標達成に向け概ね進んでいる 75～100％未満

３　評価方法

　　各施策に設定した評価指標の実績値が、目標値に対して基準値からどの程度まで達成しているか（達成率）について、

　下表に基づき評価します。

　　達成率計算式　（現状値－基準値）／（目標値－基準値）　（小数点第2位以下切捨）

評価 達成率

Ａ 目標達成に向け進んでいる 100％以上

3



令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和１０年度

68.3%

令和９年度

67.5%

評価指標設定理由

様々なまちづくりの取組の成果を測定する
ため、本町独自の評価指標として「住みよ
さ町民満足度」を設定し、町民の皆さまが
心身ともに充実した生活を送っているかを
確認する。

評
価 ‐ D D

66.8%

実
績 63.2% 63.4% 61.0% 62.0% 61.7%

64.7% 65.2% 66.0%

D D

住みよさ町民満足度

目
標 ‐ 63.7% 64.2%

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

４　まちづくり総合目標「住みよさ町民満足度」

　　基本理念「ここが好き、やっぱり好き」に基づいて実施する各種施策の達成状況を検証するため、「住みよさ町民満足度」を

　本町の独自指標として設定します。

　　指標は、町民アンケートにおける「住みよさ」に関する設問の回答を点数化した上で平均値を求め、達成度を数値化して算

　出します。これにより、町民の皆さまが川島町に居住することについてどの程度満足しているか測定します。
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計画行政推進事業

年度ごと概算事業計

施策名

災害に備える環境整備

持続可能な循環型社会の実現

自治・コミュニティの振興

消防・防災体制の充実

人権尊重・男女共同参画の推進

交通安全の推進

健康づくりの推進

福祉のまちづくり

障がい者福祉の充実

高齢者福祉の充実

社会保障の充実

ごみ処理適正化の推進

自然環境と共生するまちづくり

緑あふれる安心空間の整備

安心して暮らすための河川の整備

住みよいまちづくり

上下水道の整備・維持管理及び生活排水対策

障害者自立支援事業

生活支援体制整備事業

特定健康診査等事業

一部事務組合塵芥処理等負担事業

公害対策事業

都市公園等管理事業

河川改良事業

都市計画総務事業

道路新設改良事業（主要幹線道路整備）

代表事業名

水防拠点整備事業

ゼロ・ウェイスト推進事業

コミュニティ推進事業

自主防災組織育成事業

男女共同参画推進事業

交通安全対策事業

健康管理システム整備事業

社会福祉総務事業

12,049

4,009

31,772

42,179

968

69,962

15,000

200

13,925

R8

238,432

1,330

25,640

1,700

200

12,762

3,123

14,852

3,123

14,852

12,049

4,009

31,772

67,897

5,469

69,962

15,000

3,123

14,852

12,049

4,009

31,772

99,430

9,970

69,962

15,000

20 適正な行財政運営の推進

19

18 農地保全と有効利用

公共施設の適正な管理

10,062

0

1,300

610,547

10,062

0

1,300

546,688

10,062

0

1,300

582,820

農地中間管理事業

公共施設等総合管理事業

17

16 安全に通行できる道路の整備

持続可能な公共交通網の形成

15

14-1

14-2 10,925

14,000

10,925

23,00040,000

空き家対策推進事業

雨水幹線整備事業

200

20,000

14,755

200

20,000

14,755

28,600

14,755地域公共交通対策事業

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

重要2

重要1

５　戦略目標ごとの代表事業

　　　戦略目標1 まもる「未来に続く安全・安心な暮らしをまもる」施策別 代表事業実施計画

No.
R10

237,506

1,330

25,640

1,700

200

12,762

概算事業費（千円）

R9

200,681

1,330

25,640

1,700

200

12,762
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令和１０年度

72.6%

戦略目標１で掲げる取組の成
果を測定するため、「住み続け
たいと思う町民の割合」を設定
し、町民の皆さまが安全・安心
な暮らしを送っているかを確認
する。

評
価 ‐ D D D D

令和９年度

72.4%住み続けたいと思う町民
の割合

71.7% 72.0% 72.2%

実
績 70.9% 70.5% 65.8% 56.1% 58.2%

目
標 ‐ 71.1% 71.3% 71.5%

評価指標設定理由

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

　　　戦略目標1　評価指標
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ｂ

大規模水害時、避難が困難な場合、緊
急的な避難をする場所が必要となるた
め、５年で１箇所を設定した。

評
価 ‐ Ａ Ｂ Ｂ

用地取得
水路工事評価指標設定理由

用地取得
水路整備

用地取得
水路整備

用地取得
アクセス道路

事前調査・基面
整備・地盤改良

盛土

実
績 13.6% 計画策定 測量・設計 測量・設計

高台避難場所の箇所数
目
標 ‐ 計画 測量・設計 用地取得

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

106,878

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

118,753

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金 23,530 30,000 119,216 62,840

地方債 21,600 27,000 107,294

一般財源 28,662 4,500 11,922 6,285 11,875

131,556

事業費 73,792 61,500 238,432 200,681 237,506

【出丸地区】
・工事

【三保谷宿地区】
・用地買収

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

【出丸地区】
・測量設計等業務委託
・物件補償費

【出丸地区】
・工事
・物件補償費

【三保谷宿地区】
・国協議・要望

【出丸地区】
・工事

【三保谷宿地区】
・基本方針作成
・国協議・要望

【出丸地区】
・工事

【三保谷宿地区】
・用地買収

- -

事業目的

大規模水害の際に町外に避難することが困難な場合に備え、水防拠点
を整備する。また、有事の際に応急復旧活動や資機材の備蓄、水防活
動を行うスペースとして整備を行い、平時は町民の憩いの場として利用
を行う。

評価の考え方
及び

今後の対応策

【出丸地区】
令和3年度に高台避難場所整備計画を作成し、令和4年度から5年度にかけて地質
調査や設計等の準備を進めてきた。令和6年度からは、用地取得等の取組を実施し
ている。令和7年度に予定しているアクセス道路および水路整備については、現在、
発注に向けた調整を進めており、未取得用地についても地権者と丁寧に協議し、円
滑な事業実施を目指している。今後も、計画的な整備を進め、避難体制の構築に努
めていくものである。
【三保谷宿地区】
新ごみ処理施設と併せて水防拠点の農振除外の事前相談を県農林振興センターと
行っている。用地取得については、新ごみ処理施設と水防拠点を同時に進める考え
でいるが、除外が認められなければ、用地取得がずれ込む可能性がある。また、並
行して、荒川河川整備計画の変更について、国と協議・要望を進めいく。（水防拠点
三保谷宿追加）

災害に備える環境整備 分類 継続

実施計画事業名 水防拠点整備事業 予算書事業名 水防拠点整備事業 関連計画 川島町地域防災計画 計画期間

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名：
総務課

まち整備課
グループ名：

防災対策室
建設管理グループ

№ 重要1 戦略目標 まもる 施策名
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ａ
ごみ減量化を図る指数であるため

評
価 ‐ Ｄ Ｂ Ａ

887ｇ／人・日
（可燃462ｇ/人・日）

(暫定値)評価指標設定理由

905ｇ／人・日
（可燃460ｇ/人・日)

899ｇ／人・日
（可燃457ｇ/人・日)

890ｇ／人・日
（可燃451ｇ/人・日)

882ｇ／人・日
(可燃448ｇ/人・日)

877ｇ／人・日
(可燃444ｇ/人・日)

実
績 947ｇ／人・日 937ｇ／人・日

（可燃477ｇ/人・日）

918ｇ／人・日
（可燃478ｇ/人・日）

891ｇ／人・日
（可燃456ｇ/人・日）

一人一日あたりのごみ総排出量

目
標 ‐ 922ｇ／人・日

（可燃469ｇ/人・日)

915ｇ／人・日
（可燃465ｇ/人・日)

907ｇ／人・日
（可燃461ｇ/人・日)

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 1,884 2,208 1,330 1,330 1,330

事業費 1,884 2,208 1,330 1,330 1,330

・ゼロ・ウェイストに向けて新た
な施策の検討、実施
・報奨金単価の検証
・生ゴミ処理容器等購入費補
助

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・ゼロ・ウェイストに向けて新た
な施策の検討、実施
・生ごみ処理容器等購入費補
助

・ゼロ・ウェイストに向けて新た
な施策の検討、実施
・生ごみ処理容器等購入費補
助

・ゼロ・ウェイストに向けて新た
な施策の検討、実施
・ごみ処理手数料の検証
・生ゴミ処理容器等購入費補
助

・ゼロ・ウェイストに向けて新た
な施策の検討、実施
・報奨金単価の検証
・生ゴミ処理容器等購入費補
助

計画期間 - -

事業目的

ごみを適正に処理するため、施設の安定稼働を維持する。
評価の考え方

及び
今後の対応策

ゼロ・ウェイストに向けて様々な施策を実施する。ゼロウェイストの中でも、まず
は可燃ごみの削減に重点を置き、生ごみ処理容器等購入補助金制度を導入し
可燃ごみの減量を図る。

実施計画事業名 ゼロ・ウェイスト推進事業 予算書事業名 ４Ｒ推進事業 関連計画 一般廃棄物処理基本計画

№ 重要2 戦略目標 まもる 施策名 持続可能な循環型社会の実現 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 町民生活課 グループ名： 施設管理グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ｄ

自治会加入率の増減により測定する。

評
価 ‐ Ｄ Ｄ Ｄ

72.7%
評価指標設定理由

79.4% 80.0% 80.6% 81.2% 81.8%

実
績 77.0% 76.5% 75.8% 74.2%

自治会加入率
目
標 ‐ 77.6% 78.2% 78.8%

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他 1,900 2,500 2,500 2,500 2,500

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 22,116 28,390 23,140 23,140 23,140

事業費 24,016 30,890 25,640 25,640 25,640

・各自治会に対する補助（自治
会運営費助成金、地縁団体事
務費助成金等）
・コミュニティ推進協議会に対
する補助（地区コミュニティ活
動事業補助金）
・コミュニティ助成事業（（一財）
自治総合センター）を活用した
集会所整備事業

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・各自治会に対する補助（自治
会運営費助成金、地縁団体事
務費助成金等）
・コミュニティ推進協議会に対
する補助（地区コミュニティ活
動事業補助金）
・コミュニティ助成事業（（一財）
自治総合センター）を活用した
集会所整備事業

・各自治会に対する補助（自治
会運営費助成金、地縁団体事
務費助成金等）
・コミュニティ推進協議会に対
する補助（地区コミュニティ活
動事業補助金）
・コミュニティ助成事業（（一財）
自治総合センター）を活用した
集会所整備事業

・各自治会に対する補助（自治
会運営費助成金、地縁団体事
務費助成金等）
・コミュニティ推進協議会に対
する補助（地区コミュニティ活
動事業補助金）
・コミュニティ助成事業（（一財）
自治総合センター）を活用した
集会所整備事業

・各自治会に対する補助（自治
会運営費助成金、地縁団体事
務費助成金等）
・コミュニティ推進協議会に対
する補助（地区コミュニティ活
動事業補助金）
・コミュニティ助成事業（（一財）
自治総合センター）を活用した
集会所整備事業

計画期間 - -

事業目的

各自治会の活動推進及び充実を図ると共に、自治会、区長、区長会等との連
絡・調整・支援を実施する。

評価の考え方
及び

今後の対応策

自治会活動を推進することで、自治会加入率の向上を図るため、様々な補助メニューを
検討し、各自治会の財政的な支援を行ってきたが、依然、自治会の加入率は減少傾向
にあるため、「D」評価とした。
今後も、自治会活動の拠点となる集会所の改修や修繕等の必要性を把握し、補助金の
メニューや補助率を適宜検討するとともに、時代にあった持続可能な自治会活動を目指
し、行政区の人口が少ない地区や、自治会間で交流のある地区を優先に、統合や再編
を協議し、10年後、20年後を見据えた自治会のあり方に向けて改善を図る。

実施計画事業名 コミュニティ推進事業 予算書事業名 自治振興事業 関連計画

№ 1 戦略目標 まもる 施策名 自治・コミュニティの振興 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 総務課 グループ名： 自治振興グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

令和１０年度

22人

6人 7人

21人

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

評価指標設定理由
地域の防災リーダーを育成するため、
5年で2倍の15人を想定し、その5年後
にさらに2倍の30人を設定した。

評
価 ‐ Ｄ Ｄ

実
績 7人 6人 6人

地域防災リーダーの人数
目
標 ‐ 8人 9人

Ｄ Ｄ

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

11人 13人 15人 18人

その他

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 1,447 1,796 1,700 1,700 1,700

事業費 1,447 1,796 1,700 1,700 1,700

・防災アドバイザーの任命
・自主防災組織への補助

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・防災アドバイザーの任命
・自主防災組織への補助

・防災アドバイザーの任命
・自主防災組織への補助

・防災アドバイザーの任命
・自主防災組織への補助

・防災アドバイザーの任命
・自主防災組織への補助

計画期間 - -

事業目的

自主防災組織への防災意識の向上や、防災体制の支援などを通じて、地域防
災力の向上を図り、安全・安心なまちづくりを推進する。

評価の考え方
及び

今後の対応策

地域の防災力の向上には、防災活動に関し、専門的な見地から指導及び助言
を行うことができる方（防災リーダー）を中心とした活動が効果的であり、各種防
災講座を機会として、啓発活動や防災士の取得補助金の活用について周知を
行ってきたが、防災リーダーの人数が増加に至っていないため　「D」評価とし
た。
防災リーダーの発掘、育成には、時間をかけて、粘り強く支援を行う必要がある
ため、引き続き、各種防災講座の開催などを通じて、防災リーダーの養成を
図っていく。

実施計画事業名 自主防災組織育成事業 予算書事業名 災害対策事業 関連計画 川島町地域防災計画

№ 2 戦略目標 まもる 施策名 消防・防災体制の充実 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 総務課 グループ名： 防災対策室
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ｄ

町民アンケートにより、人権教育に対
して満足していない町民の割合を測定
する。前回アンケートからの大いに不
満に思う方の減少割合を目標に設定
（5年間で1.2％減少）

評
価 ‐ Ｄ Ｄ Ｄ

12.0%
評価指標設定理由

9.9% 9.7% 9.5% 9.5% 9.5%

実
績 10.9% 13.1% 15.6% 16.3%

人権教育に満足していない
町民の割合（～R7）

目
標 ‐ 10.6% 10.3% 10.1%

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 0 398 200 200 200

事業費 0 398 200 200 200

・男女共同参画推進委員会
・男女共同参画研修会
・各種啓発事業の実施（啓発
物資配布、掲示物展示　等）

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・男女共同参画推進委員会
・男女共同参画研修会
・各種啓発事業の実施（啓発
物資配布、掲示物展示　等）

・男女共同参画推進委員会
・男女共同参画研修会
・各種啓発事業の実施（啓発
物資配布、掲示物展示　等）

・男女共同参画推進委員会
・男女共同参画研修会
・各種啓発事業の実施（啓発
物資配布、掲示物展示　等）

・男女共同参画推進委員会
・男女共同参画研修会
・各種啓発事業の実施（啓発
物資配布、掲示物展示　等）

計画期間 - -

事業目的

性別に関わりなく個人として能力を発揮できる機会が確保され、人権が尊重さ
れてる社会の実現を目指し、【意識づくり】【環境づくり】【社会づくり】の３つの
柱を基本として、啓発や講座・研修会の開催など、各種施策を実施していく。

評価の考え方
及び

今後の対応策

町民アンケートに加え、啓発事業実施の際にアンケート調査を実施し、事業の
認知度や人権、男女共同参画に関する意識調査を実施した。各種取り組みの
認知度が低いことから、様々な広報媒体（広報紙、町HP、かわべえメール、町
公式LINEなど）を活用し、認知度を向上させ、人権・男女共同参画に関する意
識向上を図る。

実施計画事業名 男女共同参画推進事業 予算書事業名 男女共同参画推進事業 関連計画 川島町男女共同参画推進計画

№ 3 戦略目標 まもる 施策名 人権尊重・男女共同参画の推進 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 総務課 グループ名： 庶務・人権グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ｄ

交通安全対策を推進することで、交通事故
発生防止に寄与することが期待される。よっ
て交通事故発生件数を評価指標とし、1年間
に2件の事故発生件数を減らし、R7は60件と

する。

評
価 ‐ Ａ Ｄ Ｄ

85件
評価指標設定理由

62件 60件 58件 56件 54件

実
績 69件 58件 94件 85件

交通事故発生件数（人身事故）
目
標 ‐ 68件 66件 64件

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 14,081 12,942 12,762 12,762 12,762

事業費 14,081 12,942 12,762 12,762 12,762

・交通指導員の運営
・防犯灯設置工事及び修繕
・自転車乗車用ヘルメット購入
への補助

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・交通指導員の運営
・防犯灯設置工事及び修繕
・自転車乗車用ヘルメット購入
への補助

・交通指導員の運営
・防犯灯設置工事及び修繕
・自転車乗車用ヘルメット購入
への補助

・交通指導員の運営
・防犯灯設置工事及び修繕
・自転車乗車用ヘルメット購入
への補助

・交通指導員の運営
・防犯灯設置工事及び修繕
・自転車乗車用ヘルメット購入
への補助

計画期間 - -

事業目的

交通安全施設である、防犯灯の設置、適正な維持管理（交通修繕等）を進める
ほか、交通安全運動など、交通事故防止の普及啓発を推進する。 評価の考え方

及び
今後の対応策

①人身事故件数(85件)が目標（62件)を下回ったため。
②人口1万人当たりの人身事故件数が県内ワースト1位。自転車用ヘルメット
着用率（11.3％）が全国平均(13.5％)以下。
③自転車死傷者数は66.7％減少。自転車ヘルメット補助金は引き続き推進。
高齢者に的を絞った施策実施に向けて研究していく。

実施計画事業名 交通安全対策事業 予算書事業名 交通安全対策事業 関連計画
第３期川島町子ども・子育て支援

事業計画

№ 4 戦略目標 まもる 施策名 交通安全の推進 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 町民生活課 グループ名： 生活環境グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

健康寿命については、2020（Ｒ2）年度（男性17.86歳、女性

20.42歳）と2022（Ｒ4）年度比較では、2年で男性0.72歳、女性
0.8歳延びた。しかし、2022（R4）から（2023）R5は男女ともマイ
ナスとなった。
目標年度までに男女ともに目標値の健康寿命の延伸を目指
す。

評
価 ‐ Ｂ Ａ Ｂ

集計中
評価指標設定理由

男+1.5歳(18.97)
女+0.8歳(21.28)

男+1.7歳(19.17)
女+0.9歳(21.38)

男1.9歳(19.37)
女+1.0歳(21.48)

男+2.0歳(19.47)
女+1.1歳(21.58)

男+2.1歳(19.57)
女+1.2歳(21.68)

実
績

男性17.47
女性20.48

男性18.07
女性20.99

男性18.58
女性21.22

男性18.57
女性20.97

町民の健康寿命（日常生活を制限され
ることなく健康的な生活を送ることがで
きる期間の延伸を目指す）

目
標

‐
男+0.7歳(18.17)
女+0.5歳(20.98)

男+1.0歳(18.47)
女+0.6歳(21.08)

男+1.3歳(18.77)
女+0.7歳(21.18)

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金 3,267 14,100

地方債

一般財源 1,955 3,168 3,123 3,123 3,123

事業費 5,222 17,268 3,123 3,123 3,123

健康管理システムの運用
（システム保守管理、借上）

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

健康管理システムの運用
（システム保守管理、借上、自
治体システム標準化対応）

健康管理システムの運用
（システム保守管理、借上、自
治体システム標準化対応、標
準化副本登録）

健康管理システムの運用
（システム保守管理、借上）

健康管理システムの運用
（システム保守管理、借上）

計画期間 - -

事業目的

健康診査やがん検診、予防接種等の記録の電子台帳として、住民の健康管
理を一元的に行うもの。
一人ひとりの健診(検診)受診歴や結果などの把握、町の特徴や健康課題を把
握し、改善すること。

評価の考え方
及び

今後の対応策

母子の健診・子どもの予防接種のデータ管理をもとに受診歴の把握が可能と
なり、これをもとに受診勧奨等を行い受診率の向上に務めている。また、大人
の健診・がん検診・予防接種の受診歴も把握することができる。このデータをも
とに個人や町の健康課題を把握し、効率的な事業を展開し改善に取り組み、
住民の健康寿命の延伸へとつなげる。

実施計画事業名 健康管理システム整備事業 予算書事業名 保健衛生総務費 関連計画 川島町健幸長寿のまちづくり推進計画

№ 5 戦略目標 まもる 施策名 健康づくりの推進 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 健康福祉課 グループ名： 健康増進グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ａ

地域福祉の担い手を育成し、
地域で支え合う取組の活性化
を図るため

評
価 ‐ Ａ Ａ Ａ

61人
評価指標設定理由

45人 50人 55人 60人 65人

実
績 26人 48人 48人 55人

地域ボランティアの人数
目
標 ‐ 30人 35人 40人

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 15,629 14,852 14,852 14,852 14,852

事業費 15,629 14,852 14,852 14,852 14,852

・地域ボランティアの人数増や
活躍の場を広げるため、活性
化を図る取組を検討する
・社会福祉協議会の運営補助
・地域福祉活動費（戦没者遺
族援護・長寿祝い）の補助

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・地域ボランティアの人数増や
活躍の場を広げるため、活性
化を図る取組を検討する
・社会福祉協議会の運営補助
・地域福祉活動費（戦没者遺
族援護・長寿祝い）の補助

・地域ボランティアの人数増や
活躍の場を広げるため、活性
化を図る取組を検討する
・社会福祉協議会の運営補助
・地域福祉活動費（戦没者遺
族援護・長寿祝い）の補助

・地域ボランティアの人数増や
活躍の場を広げるため、活性
化を図る取組を検討する
・社会福祉協議会の運営補助
・地域福祉活動費（戦没者遺
族援護・長寿祝い）の補助

・地域ボランティアの人数増や
活躍の場を広げるため、活性
化を図る取組を検討する
・社会福祉協議会の運営補助
・地域福祉活動費（戦没者遺
族援護・長寿祝い）の補助

計画期間 - -

事業目的

地域福祉の総合的な担い手である社会福祉協議会に対し、運営費や事業費
を補助することで、社会福祉協議会の安定的な運営と福祉事業の活性化を促
進する。

評価の考え方
及び

今後の対応策

町民ボランティアやボランティア団体を育成し、町や社会福祉協議会以外の地
域福祉の担い手として活動していただく。ボランティア数の増加は活動の多様
化や活性化につながっていく。
また、高齢者のいきがいづくりとしてのボランティア活動も目的とする。

実施計画事業名 社会福祉総務事業 予算書事業名 社会福祉協議会補助事業 関連計画 第２次川島町地域福祉計画

№ 6 戦略目標 まもる 施策名 福祉のまちづくり 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 健康福祉課 グループ名： 福祉グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ａ

地域生活支援拠点は障がい者の地域生活
や自立を支えていくための機関であり、令和
5年度中の開設を目指している。当機関の利
用者が増加することで、障がい者の自立に
向けた取組が機能していることが確認できる
ため

評
価 ‐ Ｃ Ｄ Ｄ

20人
評価指標設定理由

5人 10人 10人 10人 10人

実
績 設置準備 設置準備 設置準備 要綱作成

地域生活支援拠点の利用者数
目
標 ‐ 設置準備 設置準備 開設

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

3,602

県支出金 1,488 1,801 1,801 1,801 1,801財
源
内
訳

国庫支出金 2,977 3,602 3,602 3,602

地方債

一般財源 5,640 6,646 6,646 6,646 6,646

事業費 10,105 12,049 12,049 12,049 12,049

・手話通訳者、要約筆記者派遣事
業
・比企地域手話奉仕員養成講習
会事業費
・日常生活用具給付費
・移動支援事業費
・障がい者スポーツ、芸術文化活
動等事業費補助金

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・手話通訳者、要約筆記者派
遣事業
・日常生活用具給付費
・移動支援事業費
・障がい者スポーツ、芸術文化
活動等事業費補助金

・手話通訳者、要約筆記者派
遣事業
・日常生活用具給付費
・移動支援事業費
・障がい者スポーツ、芸術文化
活動等事業費補助金

・手話通訳者、要約筆記者派遣事
業費
・比企地域手話奉仕員養成講習
会事業費
・日常生活用具給付費
・移動支援事業費
・障がい者スポーツ、芸術文化活
動等事業費補助金

・手話通訳者、要約筆記者派遣事
業
・比企地域手話奉仕員養成講習
会事業費
・日常生活用具給付費
・移動支援事業費
・障がい者スポーツ、芸術文化活
動等事業費補助金

計画期間 - -

事業目的

聴覚障がい者のための手話通訳の派遣や障がいにより低下した身体機能を
補うための日常生活用具の給付、屋外での移動が困難な方への移動支援等
により、障がい者が在宅で生活していくうえで、必要な支援を実施していく。

評価の考え方
及び

今後の対応策

障がい者の地域生活を支えていくための機関である、地域生活支援拠点を開
設する。利用者数の増加は、障がい者の地域生活や自立支援につながると考
えられる。

実施計画事業名 障害者自立支援事業 予算書事業名 障害者生活支援事業 関連計画
川島町障がい者計画・第7期川島町障がい福祉計画・

第3期障がい児童福祉計画

№ 7 戦略目標 まもる 施策名 障がい者福祉の充実 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 健康福祉課 グループ名： 福祉グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ｃ

支え合いの場とは、高齢者を中心とした地
域の集いの場であり、町民同士の支え合い
活動への発展が期待される。開催が増える
ことで、様々な取組へつながっていくため

評
価 ‐ Ｄ Ｄ Ｄ

144回
評価指標設定理由

159回 170回 181回 192回 203回

実
績 115回 14回 50回 112回

支え合いの場の開催回数
目
標 ‐ 126回 137回 148回

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他 3,087 3,087 3,087 3,087 3,087

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 922 922 922 922 922

事業費 4,009 4,009 4,009 4,009 4,009

・生活支援体制整備事業の実
施
生活支援コーディネーター（社
会福祉協議会へ委託）を中心
に、７つの地域ささえあい協議
体（中山、八幡、伊草、三保
谷、出丸、八ツ保、小見野）に
よる生活支援体制整備事業の
開催

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・生活支援体制整備事業の実
施
生活支援コーディネーター（社
会福祉協議会へ委託）を中心
に、７つの地域ささえあい協議
体（中山、八幡、伊草、三保
谷、出丸、八ツ保、小見野）に
よる生活支援体制整備事業の
開催

・生活支援体制整備事業の実
施
生活支援コーディネーター（社
会福祉協議会へ委託）を中心
に、７つの地域ささえあい協議
体（中山、八幡、伊草、三保
谷、出丸、八ツ保、小見野）に
よる生活支援体制整備事業の
開催

・生活支援体制整備事業の実
施
生活支援コーディネーター（社
会福祉協議会へ委託）を中心
に、７つの地域ささえあい協議
体（中山、八幡、伊草、三保
谷、出丸、八ツ保、小見野）に
よる生活支援体制整備事業の
開催

・生活支援体制整備事業の実
施
生活支援コーディネーター（社
会福祉協議会へ委託）を中心
に、７つの地域ささえあい協議
体（中山、八幡、伊草、三保
谷、出丸、八ツ保、小見野）に
よる生活支援体制整備事業の
開催

計画期間 - -

事業目的

誰もが住み慣れた地域社会で暮らし続けることができるよう、高齢者を地域で
支える仕組みを構築する。最初は、町民の集いの場としてスタートし、町民同
士の支え合い活動として発展させていく。

評価の考え方
及び

今後の対応策

支え合いの場の開催回数が増えていくことにより、町民同士の交流や活動が
活性化していくと考えられる。
どのような支え合い活動が可能か等について、情報提供していくとともに、活
動の支援を行っていく。

実施計画事業名 生活支援体制整備事業 予算書事業名 生活支援体制整備事業 関連計画 川島町高齢者福祉計画・第9期介護保険事業計画

№ 8 戦略目標 まもる 施策名 高齢者福祉の充実 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 健康福祉課 グループ名： 福祉グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ｂ

特定健診の受診率と特定保健指導の受診
率も向上させることにより、町民一人ひとり
の健康保持増進と医療費の適正化を図り、
「健康寿命の延伸」を目ざす。

評
価 ‐ Ａ Ａ Ｂ

54.2%
評価指標設定理由

56％以上 60％以上 60％以上 60％以上 60％以上

実
績 42.8% 49.0％ 51.3％ 51.8%

国民健康保険健康診断受診率
目
標 ‐ 45％以上 50％以上 53％以上

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金 19,432 20,996 20,996 20,996 20,996財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 5,674 10,776 10,776 10,776 10,776

事業費 25,106 31,772 31,772 31,772 31,772

新たな特定健診受診者を増や
すため、健診の周知及び受診
勧奨を実施する。
特定健診後の特定保健指導
への参加者を増やすため、利
用勧奨を積極的に実施する。

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

特定健康診査の受診率向上を
図るため、健診の周知及び受
診勧奨を実施した。
・特定健診受診者に対し啓発
品（エコバッグ）の配布をした。
R7～R9（3年間）の取組の方向
性を決定

特定健康診査の受診率向上を図
るため、受診への継続性が高い
集団健診の受診率向上を図る。
・特定健診受診者に対しLINEによ
る健康プログラムの実施
・集団健診受診者へ啓発品（ﾎﾞｯｸ
ｽﾃｨｯｼｭ）の配布
・広報･周知の工夫(ﾒﾘｯﾄ･大切さを
伝える、子どもからの手紙）

新たな特定健診受診者を増や
すため、健診の周知及び受診
勧奨を実施する。
特定健診後の特定保健指導
への参加者を増やすため、利
用勧奨を積極的に実施する。

新たな特定健診受診者を増や
すため、健診の周知及び受診
勧奨を実施する。
特定健診後の特定保健指導
への参加者を増やすため、利
用勧奨を積極的に実施する。

計画期間 - -

事業目的

特定健診を実施し、疾病の早期発見・治療・予防に努め、町民１人ひと
りの健康の保持増進と医療費の適正化を図り、「健康寿命の延伸」を
目ざす。

評価の考え方
及び

今後の対応策

更なる受診率向上のため、事業の見直しを行っていく。
前年度と比べ、受診率は上昇しており、３年連続県内２位を獲得してい
るものの、目標には届かなかったため、Bとした。

実施計画事業名 特定健康診査等事業 予算書事業名 特定健康診査等事業 関連計画
川島町国民健康保険保健事業実施計画

川島町特定健診等実施計画

№ 9 戦略目標 まもる 施策名 社会保障の充実 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 健康福祉課 グループ名： 国保・年金グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ａ

新ごみ処理施設を整備する上で必要
なプロセスであるため。 評

価 ‐ Ａ Ａ Ｂ

循環型社会形成推進
地域計画の策定

一部事務組合設立決定評価指標設定理由

循環型社会形成推進
地域計画の策定

一部事務組合設立準備

ごみ処理事業方
式の決定

都市計画（変更）
の決定

用地取得
事業者の選定

事業者の決定

実
績

ごみ処理事業検討開始 ３か所に絞り込み
建設候補地を
１か所に選定

ごみ処理基本計画
施設整備基本構想
（案）の策定

ごみ処理施設整備計画の進捗

目
標 ‐ 建設用地選定 建設用地選定

ごみ処理基本計画
施設整備基本構想の

策定

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他 5,342

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金 5,800財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 2,900 41,691 42,179 67,897 99,430

事業費 14,042 41,691 42,179 67,897 99,430

・ごみ処理施設整備事業者の決定

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・ごみ処理基本計画及び施設
整備基本構想の策定
・循環型社会形成推進地域計
画策定
・一部事務組合設立のための
準備

・一部事務組合設立
・建設地の調査、測量等
・施設整備基本計画の策定（R7-8）
・生活環境影響調査の実施（R7-8）

・施設整備基本計画の策定（R7-8）
・生活環境影響調査の実施（R7-8）
・都市計画決定（変更）の手続き
・用地交渉開始
・造成設計着手

・用地取得
・ごみ処理施設整備の事業者選定手続き開
始
・造成工事着手

計画期間 － －

事業目的

持続可能な社会を実現するために、ごみ処理体制の構築を図るとともに、町の
豊かな自然環境と安全で快適な生活環境を守るため、資源循環に対応可能な
ごみ処理施設整備をすることを目的とする。

評価の考え方
及び

今後の対応策

予定していた計画の策定を行い、一部事務組合も令和７年４月１日に設立し、
スケジュールどおり達成したためＡとした。
今後の事業主体は一部事務組合となったが、計画どおり事業が進むように密
に連携を図っていきたい。

実施計画事業名 一部事務組合塵芥処理等負担事業 予算書事業名 一部事務組合塵芥処理等負担事業 関連計画 一般廃棄物処理基本計画

№ 10 戦略目標 まもる 施策名 ごみ処理適正化の推進 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 町民生活課 グループ名： 生活環境グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ｄ

各エネルギー使用量の削減を目指
す。削減に向けて町が積極的に取り組

むため、公共施設を対象とする。
評
価 ‐ Ｄ Ｄ Ｄ

8.2％削減
評価指標設定理由

18％削減 25％削減 30％削減 37％削減 42％削減

実
績 9％削減 3％削減 0.3％削減 4.4％増加

公共施設におけるCO2排出量
削減率（H28比）

目
標 ‐ 11％削減 13％削減 15％削減

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金 60 56 56 56 56財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 1,581 912 912 5,413 9,914

事業費 1,641 968 968 5,469 9,970

・地球温暖化対策実行計画推
進会議（年2回）
・公共施設のLED照明化（リー
ス2年目）
・新たな節電対策の検討（実証
実験施設の選定）
・比企河川合同水質調査業務
委託料

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・地球温暖化対策実行計画
（事務・事業編）職員向け説明
会
・地球温暖化対策実行計画推
進会議（年2回）
・比企河川合同水質調査業務
委託料

・地球温暖化対策実行計画推
進会議（年2回）
・比企河川合同水質調査業務
委託料

・地球温暖化対策実行計画推
進会議（年2回）
・公共施設のLED照明化（対象
施設の選定）
・比企河川合同水質調査業務
委託料

・地球温暖化対策実行計画推進
会議（年2回）
・公共施設のLED照明化（改修工
事及びリース開始）
・比企河川合同水質調査業務委
託料

計画期間 R6 R12

事業目的

地球温暖化対策のため、町の事務・事業に関し、温室効果ガスの削減を図る
事業や、住みよい環境づくりのため、河川水質調査や土地区画整理事業環境
影響調査等を行う。

評価の考え方
及び

今後の対応策

①R6公共施設CO2排出量削減率（H28比)達成率が50％未満（46%）だったた
め。
②ハード面（電灯LED化）事業のさらなる推進が必要。
③公共施設マネジメント担当者会議で、今後の電灯LED化事業計画を策定す
る。

実施計画事業名 公害対策事業 予算書事業名 公害対策事業 関連計画
川島町地球温暖化対策実行計画

（事務・事業編）

№ 11 戦略目標 まもる 施策名 自然環境と共生するまちづくり 分類 拡充・一部新規

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 町民生活課 グループ名： 生活環境グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

令和１０年度

28.0%

Ａ Ａ

31.0% 28.0%

28.0%

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

評価指標設定理由
インター南側地区区画整理事業による公園・緑地の
整備などにより満足度を向上させる。 評

価 ‐ Ａ Ａ

実
績 25.3% 27.5% 26.0%

公園・緑地整備に対する満足
度

目
標 ‐ 25.3% 25.3%

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

25.3% 25.3% 28.0% 28.0%

その他 10,000 4,063 4,063 4,063 4,063

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 79,945 68,768 65,899 65,899 65,899

事業費 89,945 72,831 69,962 69,962 69,962

・各公園の管理
・春まつりイベント事業
・３町バラ連携事業
・P-PFI事業者公募

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
・各公園の管理
・春まつりイベント事業
・３町バラ連携事業

・平成の森公園ベンチ更新工事
・バラの苗木植樹業務委託
・各公園の管理
・春まつりイベント事業
・３町バラ連携事業
・指定管理者制度導入に向けたサウンディ
ング調査等業務

・各公園の管理
・春まつりイベント事業
・３町バラ連携事業
・指定管理者制度導入に向けた住民説明及
び管理者選定業務

・各公園の管理
・春まつりイベント事業
・３町バラ連携事業
・指定管理者制度導入
・P-PFIの導入に向けたサウンディング調査
等業務

計画期間 - -

事業目的

・定期的な点検調査を実施し、計画的に補修・更新を行うことで、利用者の安全性の確保及びライフ
サイクルコストの縮減を図りながら、将来にわたって適正に維持管理していく。施設防犯を重視し、安
心で清潔な利用しやすい整備を実施し、利用促進を図る。 評価の考え方

及び
今後の対応策

・平成の森公園は平成８年のオープンから３０年近くが経過しており、町内の公園施設も全体の老朽
化が進んでいるため、計画的な施設更新を行っていく。また、年齢や性別、文化、言語、障がいの有
無などに関わらず、どんな人でも利用ができる公園として、公園内のユニバーサルデザイン化を進め
ていく。
・指定管理者制度を導入し、民間事業者のノウハウを用いたイベント等により、公園の魅力を向上さ
せ、平成の森公園を賑わい創出の拠点として整備するとともに維持管理費用の軽減を図る。

実施計画事業名 都市公園等管理事業 予算書事業名 都市公園等管理事業 関連計画

№ 12 戦略目標 まもる 施策名 緑あふれる安心空間の整備 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： まち整備課 グループ名： まちづくり・空き家対策室
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

令和１０年度

28.0%

17.0% 17.1%

令和４年度 令和５年度

20.4% 22.7% 27.0%

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

Ｃ Ｄ

評価指標設定理由
冠水被害の減少について、排水路整
備に対する満足度により測定する。 評

価 ‐ Ａ Ｄ

実
績 13.6% 16.3% 14.6%

用排水路整備に対する満足度（％）

目
標 ‐ 15.8% 18.1% 25.0% 26.0%

その他

15,000 15,000

評価指標 基準 令和３年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 19,706 19,300 15,000

事業費 19,706 19,300 15,000 15,000 15,000

・水路整備工事
・物件補償

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・水路整備工事 ・水路整備工事 ・水路整備工事
・物件補償

・水路整備工事
・物件補償

計画期間 - -

事業目的

河川・排水路を整備することで、冠水被害の防止を図る。
河川・排水路の整備については、下流から整備を行うことにより流れを確保
し、住民の生命・財産を守る。

評価の考え方
及び

今後の対応策

令和元年度の東日本台風による被災を受け、内水氾濫箇所において重点的
な水路整備を実施した結果、地域における用排水路整備に対する満足度の
向上が図られた。
今後は、地域の安全性と快適な生活環境の確保に向け、計画的かつ効果的
な整備を着実に推進していくものである。

実施計画事業名 河川改良事業 予算書事業名 河川改良事業 関連計画

№ 13 戦略目標 まもる 施策名 安心して暮らすための河川の整備 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： まち整備課 グループ名： 建設管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価
令和１０年度

138件
(うち耐震 3件)
(うち福祉95件)
(うち農政40件)

Ａ Ａ

142件
(うち耐震 1件)
(うち福祉61件)
(うち農政80件)

155件
(うち耐震 0件)
(うち福祉79件)
(うち農政76件)

133件
(うち耐震 3件)
(うち福祉90件)
(うち農政40件)

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

評価指標設定理由
耐震関連補助制度の拡充により、災
害に強いまちづくりの推進を図る。

評
価 ‐ Ａ Ａ

実
績 74件

105件
(うち耐震 0件)
(うち福祉75件)
(うち農政30件)

160件
(うち耐震 0件)
(うち福祉62件)
(うち農政98件)

住宅リフォーム・耐震等制度利
用件数

目
標 ‐

74件
(うち耐震 1件)
(うち福祉50件)
(うち農政24件)

100件
(うち耐震 1件)
(うち福祉60件)
(うち農政40件)

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

101件
(うち耐震 1件)
(うち福祉60件)
(うち農政40件)

111件
(うち耐震 1件)
(うち福祉70件)
(うち農政40件)

121件
(うち耐震 1件)
(うち福祉80件)
(うち農政40件)

128件
(うち耐震 3件)
(うち福祉85件)
(うち農政40件)

その他

100

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金 100 100 100 100

地方債

一般財源 100 100 100 100 100

事業費 200 200 200 200 200

・耐震診断、改修等の補助
・補助制度の周知

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・耐震診断、改修等の補助
・補助制度の周知

・耐震診断、改修等の補助
・補助制度の周知

・耐震診断、改修等の補助
・補助制度の周知

・耐震診断、改修等の補助
・補助制度の周知

計画期間 - -

事業目的

昭和56年5月31日以前（R7年度よりH12年5月31日以前まで対象拡大）の建築
物を対象に、大地震発生の際の耐震性を増大するため、耐震診断・耐震改修
の実施を促進し、災害に強いまちづくりの推進を図る。また、空き家等の適正
管理や流通を促進し、だれもが住み続けたくなるような住環境を創出する。

評価の考え方
及び

今後の対応策

昭和５６年以前の建築物を対象としていることや助成額が少ないこともあり、
補助の実績に繋がっていない。
能登半島地震の発生による防災意識の高まりから、耐震関連の相談も増加
傾向であるため、広報・HPやチラシ等を作成して周知を図ることで、利用の実
績につなげていく。

実施計画事業名 都市計画総務事業 予算書事業名 都市計画総務事業 関連計画 都市計画マスタープラン

№ 14-1 戦略目標 まもる 施策名 住みよいまちづくり 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： まち整備課 グループ名： まちづくり・空き家対策室
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価
令和１０年度

35

Ａ Ａ

9 21

30

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

評価指標設定理由

関係機関との連携や所有者への啓発等により、空
き家の利活用に資する事業を推進し、解消につな
がった物件数を評価指標とする。

評
価 ‐ - -

実
績 0 - -

空き家活用件数（累計）
【R5～】

目
標 ‐ - -

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

5 15 20 25

その他

2,935

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金 1,650 2,935 4,435 2,935

地方債

一般財源 7,641 8,590 9,490 7,990 7,990

事業費 9,291 11,525 13,925 10,925 10,925

・空き家適正管理
・空き家解消、活用のための補助実施
・空き家バンク（全国・町・0円）
・空き家対策協議会の運営
・啓発パンフレットト作成

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
・空き家適正管理
・空き家解消、活用のための補助実施
・空き家バンク（全国・町・0円）
・空き家対策協議会の運営
・空き家実態調査の実施
・啓発パンフレット、住まいのエンディングノート作成

・空き家適正管理
・空き家解消、活用のための補助実施
・空き家バンク（全国・町・0円）
・空き家対策協議会の運営
・啓発パンフレット、住まいのエンディングノート
作成

・空き家適正管理
・空き家解消、活用のための補助実施
・空き家バンク（全国・町・0円）
・空き家対策協議会の運営
・啓発パンフレットト作成
・空家等対策計画改定

・空き家適正管理
・空き家解消、活用のための補助実施
・空き家バンク（全国・町・0円）
・空き家対策協議会の運営
・啓発パンフレット作成

計画期間 5 -

事業目的

【活用】
町内への空き家等への入居や利活用を促進し、定住促進及び地域活性化を図る。
【適正管理】
管理が行き届いていない空き家等の適切な管理を促進し、町民の安全・安心を確保する。

評価の考え方
及び

今後の対応策

所有者への訪問や文書による指導に努めた結果、目標を上回る件数の空き家の利活用につながっ
た。
明治大学との共同研究により構築しされた「川島版空き家対策＝川島モデル」は、官民連携によって
空き家の解消を目指す施策であり、今後も継続して宅建業協会等との協力により、所有者の意向を
踏まえた空き家利活用を図る。

実施計画事業名 空き家対策推進事業 予算書事業名 空き家対策推進事業 関連計画 川島町空家等対策計画

№ 14-2 戦略目標 まもる 施策名 住みよいまちづくり 分類 拡充・一部新規

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： まち整備課 グループ名： まちづくり・空き家対策室
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

№ 15 戦略目標 まもる 施策名 上下水道の整備・維持管理及び生活排水対策 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 上下水道課 グループ名： 下水道

計画期間 - -

事業目的

市街化区域の浸水対策として、主要な雨水幹線の整備を計画的に推進する。

評価の考え方
及び

今後の対応策

飯島３号雨水幹線について、平成３０年度より工事を着工し、令和５年度まで
計画区間の工事を行った。
令和９年度に浸水シミュレーションを実施し、雨水幹線整備の優先順位を検討
する。
令和１０年度に設計業務を実施、令和１１年度から工事を行う予定。

実施計画事業名 雨水幹線整備事業 予算書事業名 管渠建設改良費（雨水） 関連計画 川島町公共下水道事業計画

事業費 35,174 40,743 40,000 23,000 14,000

・飯島雨水幹線工事設計業務
　委託
・八幡排水機場遊水池水位
　計更新工事

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・飯島３号雨水幹線
　環境事後調査業務委託
・八幡排水機場ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機関
　更新工事

・八幡排水機場ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機関
　更新工事

・八幡排水機場ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ機関
　更新工事

・飯島雨水幹線浸水ｼﾐｭﾚｰ
　ｼｮﾝ業務委託
・八幡排水機場除塵機等
　更新工事

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債 32,670 40,000 40,000

一般財源 2,504 743 0 3,000 10,000

20,000

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

4,000

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

71.7%
評価指標設定理由

70.8% 71.0% 72.0% 72.0% 73.0%

実
績 68.5% 69.8% 71.3% 71.7%

飯島雨水幹線整備進捗率（％）
目
標 ‐ 69.0% 69.5% 70.5%

Ａ

市街化区域の浸水対策として計画的
に整備する。 評

価 ‐ Ａ Ａ Ａ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価
令和１０年度

33.6%
（55%）

Ａ Ａ

32.9%
（0%）

32.9%
（0%）評価指標設定理由

安全な歩行者の通行について、幹線
町道の歩道整備率により測定する。 評

価 ‐ Ａ Ａ

実
績

32.9%
（0%）

32.9%
（0%）

32.9%
（0%）

33.6%
（47%）

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

32.9%
（0%）

32.9%
（0%）

32.9%
（0%）

33.4%
（45%）

幹線町道の歩道整備率（％）
（町道1-2号線外道路改良工

事の歩道整備率）

目
標 ‐

32.9%
（0%）

32.9%
（0%）

その他

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 167,633 30,450 28,600 20,000 20,000

事業費 167,633 30,450 28,600 20,000 20,000

・道路改良工事

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・町道1-2号線外道路改良工事
　委託料
　土地購入費
　物件補償費
・道路改良工事

・町道1-2号線外道路改良工事
　委託料
　土地購入費
　物件補償費
・道路改良工事

・町道1-2号線外道路改良工事
　委託料
　土地購入費
　物件補償費
・道路改良工事

・道路改良工事

計画期間 H29 -

事業目的

主要幹線道路の車道及び歩道の整備を行うことで、安全の確保と生活環境の
改善を図る。
歩道を整備することにより、通学路の安全確保及び周辺住民の安全や住環境
を改善する。

評価の考え方
及び

今後の対応策

町道1-2号線整備は、令和6年度までに先行して水路および拡幅部の整備を着
実に進めてきた。現在は、円滑な事業推進に向けて、関係地権者と丁寧に協
議を重ねているところである。今後は、地元および関係機関との調整を密に行
い、歩道整備を進めていくものである。

実施計画事業名 道路新設改良事業（主要幹線道路整備） 予算書事業名 道路新設改良事業 関連計画

№ 16 戦略目標 まもる 施策名 安全に通行できる道路の整備 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： まち整備課 グループ名： 建設管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ

25



～ 年度

　

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ｄ

公共交通の満足度をあげることで、町
民の公共交通に対する利便性や移動
手段の充実が図られることから指標設
定した。

評
価 ‐ Ｄ Ｄ Ｄ

5.9%
評価指標設定理由

10.1% 10.3% 10.5% 10.7% 10.9%

実
績 7.4% 6.4% 7.0% 6.3%

公共交通に対する満足度
目
標 ‐ 8.5% 9.6% 9.9%

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 10,558 13,414 14,755 14,755 14,755

事業費 10,558 13,414 14,755 14,755 14,755

・かわみんタクシー運行費補助担
・地域公共交通会議の運営

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・かわみんタクシー運行費補助
担
・地域公共交通会議の運営

・かわみんタクシー運行費補助担
・地域公共交通会議の運営

・かわみんタクシー運行費補助担
・地域公共交通会議の運営

・かわみんタクシー運行費補助担
・地域公共交通会議の運営
・地域公共交通計画策定

計画期間 R5 R10

事業目的

・町の公共交通施策について協議する地域公共交通会議の運営や、日常生活
で自家用車による移動が困難な方への支援策「かわみんタクシー」の運行、乗
り合わせの推進、令和４年度に策定した地域公共交通計画の進行管理等を行
う。
・東武バスを維持するため、利用促進施策や東武バスウエストとの協議を行
う。
・路線バスや企業送迎バス、スクールバス等の有効活用方法について検討す
る。

評価の考え方
及び

今後の対応策

公共交通施策について、各種施策を検討、実践しているが、満足度が低迷して
いるため、評価を「D」とした。
持続可能な公共交通を実現するため、令和４年度に策定した川島町地域公共
交通計画に基づき、公共交通政策を展開していく必要がある。
かわみんタクシーについては好評であり、令和６年１２月から事業者を追加、ま
た令和７年６月からは指定病院も追加し、利用者の利便性向上を図った。今後
も、町民のニーズを調査した上で、更なる制度改善について検討していく必要
がある。

実施計画事業名 地域公共交通対策事業 予算書事業名 地域公共交通対策事業 関連計画 川島町地域公共交通計画

№ 17 戦略目標 まもる 施策名 持続可能な循環型社会の実現 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 政策推進課 グループ名： 政策・財政グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ａ

農地中間管理事業を活用した
農地の集積面積を指標とす
る。

評
価 ‐ Ａ Ａ Ａ

822ha
評価指標設定理由

790ha 800ha 810ha 820ha 830ha

実
績 692ha 765ha 804ha 820ha

農地集積面積（ha）
目
標 ‐ 750ha 770ha 780ha

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他 3,185 3,230 3,662 3,662 3,662

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 5,988 6,478 6,400 6,400 6,400

事業費 9,173 9,708 10,062 10,062 10,062

・農地整備工事
・耕作条件改善事業の採択

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・農地整備工事
・耕作条件改善事業（不採択）

・農地整備工事
・耕作条件改善事業（不採択）

・農地整備工事
・耕作条件改善事業の採択

・農地整備工事
・耕作条件改善事業の採択

計画期間 H26 -

事業目的

　遊休農地の増加を防止するとともに、将来にわたって優良農地を引き継いで
いくため、農地中間管理事業を活用し、担い手農家への農地の集積を進め
る。また、農地所有者が農地の貸付けに困らないよう、農業委員・農地利用最
適化推進委員等と連携し、農地の集積・集約化を計画的に行う。

評価の考え方
及び

今後の対応策

　現在の担い手から次の世代へ引き継いでいくための方策を検討しなければ
ならない。農業用機械の大型化に伴い、農道整備などの要望があるが、多額
の費用がかかるため進んでいない。効率化を図るためにも、基盤整備は重要
な課題となっている。

実施計画事業名 農地中間管理事業 予算書事業名 農地集積事業 関連計画

№ 18 戦略目標 まもる 施策名 農地保全と有効利用 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 農政産業課 グループ名： 農政産業グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ｄ個別施設計画における目標
評
価 ‐ Ｃ Ｃ Ｂ

0.5%
評価指標設定理由

集約調整 3.0% 5.4% 7.9% 8.8%

実
績 1.7% 1.7% 1.8% 2.4%

延床面積総量削減率（H28比）
目
標 ‐ 予算調整 解体実施 解体実施

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 0 0 0 0 0

事業費 0 0 0 0 0

・公共施設個別施設計画の
PDCA

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・公共施設個別計画のPDCA ・公共施設個別施設計画の
PDCA
・必要に応じて公共施設個別
施設計画の見直し

・公共施設個別施設計画の
PDCA

・公共施設個別施設計画の
PDCA

計画期間 R3 R37

事業目的

人口減少や財政状況を踏まえ、個々の公共施設の状況を把握し、長期的な視
点による更新・統廃合、長寿命化等を計画的に推進し、公共施設の適正な運
用を図る。
（関連計画：川島町公共施設等総合管理計画、川島町公共施設個別施設計
画）

評価の考え方
及び

今後の対応策

令和６年度においては、つばさ小学校低学年棟の建築により、公共施設の延べ床面積
が増加したため、Dとした。
令和７年度以降は、計画している中山、伊草公民館の解体事業を進めていく。引き続
き、実施計画を用いて、PDCAを確立。各施設の長寿命化、統廃合、集合化、集約化を
計画的に取り組んでいく。膨大な更新費用が必要となることが予想されるため、財源の
確保においても計画的に実行していく。

実施計画事業名 公共施設等総合管理事業 予算書事業名 公共施設等総合管理事業 関連計画 公共施設個別施設計画

№ 19 戦略目標 まもる 施策名 公共施設の適正な管理 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 政策推進課 グループ名： 政策・財政グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ｄ

財源の確保を始めとしたまちづくりの持
続性を保ち、費用対効果を踏まえた効
率的な行財政運営の検証に適した指
標であるため。

評
価 ‐ Ａ Ｄ Ｄ

93.4%
評価指標設定理由

85.0% 85.0% 85.0% 85.0% 85.0%

実
績 85.6% 80.4% 86.8% 88.9%

経常収支比率
目
標 ‐ 85.0% 85.0% 85.0%

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 634 5,166 1,300 1,300 1,300

事業費 634 5,166 1,300 1,300 1,300

・総合振興計画審議会の開催
・明治大学ゼミとの共同研究

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・総合振興計画審議会の開催
・明治大学ゼミとの共同研究

・総合振興計画審議会の開催
・明治大学ゼミとの共同研究
・後期基本計画作成

・総合振興計画審議会の開催
・明治大学ゼミとの共同研究

・総合振興計画審議会の開催
・明治大学ゼミとの共同研究

計画期間 - -

事業目的

社会情勢の急激な変化に対応し、持続可能なまちづくりを推進するため、財源
の確保や費用対効果を踏まえた効率的な行財政運営に取り組む。 評価の考え方

及び
今後の対応策

経常収支比率について、前年比4.5％の悪化となり、評価は「D」である。今後も
施策を効果的・効率的に実施する必要があり、外部組織である「川島町総合振
興計画審議会」による事業評価や検証を行い、PDCAサイクルの適切な運用に
より町政運営の推進を図る。

実施計画事業名 計画行政推進事業 予算書事業名 計画行政推進事業 関連計画 川島町総合振興計画

№ 20 戦略目標 まもる 施策名 適正な行財政運営の推進 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 政策推進課 グループ名： 政策・財政グループ
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令和１０年度

18.0%

代表事業名

地域学校協働活動推進事業

住民力結集事業

外国人支援事業

住民サロン事業

コミュニティ推進事業（再掲）

子育て支援総合センター運営管理事業

ふるさと納税推進事業

文化財保護事業

かわじま郷土資料展示室運営事業

戸籍住民登録管理事業

広域行政推進事業

年度ごと概算事業計

R9

概算事業費（千円）

1,441

176

500

790

25,640

4,923

500

重要1

　　　戦略目標2 つなぐ「未来に向けて人と人をつなぐ」施策別 代表事業実施計画

No.
R7

1,441

1

重要2

3

2

R8

1,441

176

500

790

25,640

施策名

つどいの場の創出

新しい自治体コミュニケーションの推進

多文化共生社会の推進

ふれあいの場の充実

いきがいの創出

176

25,640

790

8

11.0% 12.0%

　　　戦略目標2　評価指標

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

13.0%

3,326 3,326

103,209102,600

広域連携の推進

まちづくりの町民参加の
促進に関する満足度

青少年の地域参加の推進

新しいつながりの創出

文化財の保護・活用及び伝統文化の継承

デジタル化の推進

評価指標設定理由

目
標 ‐

5

4

7

6

戦略目標２で掲げる取組の成果を
測定するため、「まちづくりの町民
参加の促進に関する満足度」を設
定し、町民の皆さまが協働のまち
づくりに一定の満足感を持ってい
るかを確認する。

評
価 ‐ D D A D

13.1% 10.4%実
績 10.7% 9.8% 9.4%

30,406

24,898

3,443

11,600

3,326

102,220

24,898

令和９年度

29,745

24,898

5,093

11,600

14.0% 15.0% 16.0% 17.0%

11,600

29,306
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

№ 重要1 戦略目標 つなぐ 施策名 つどいの場の創出 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 生涯学習課 グループ名： 生涯学習グループ

計画期間 - -

事業目的

地域と学校がお互いに協力して、子どもを中心に大人もまなび・活動できる「み
んなの居場所（学校開放）」をつくることで、より良い子どもを育て、大人の地域
参画を促し、地域をげんきにする国庫補助事業。

評価の考え方
及び

今後の対応策

地域学校協働活動（ひろば活動）の魅力が高まれば利用者の増加につながる
と考え評価指標を設定した。
対応策としては、地域学校協働活動で多様な魅力的な講座やイベントを開催
することで、指標の目的を達成する。

実施計画事業名 地域学校協働活動推進事業 予算書事業名 地域学校協働活動推進事業 関連計画
川島町教育大綱、川島町教育行政重点施

策、川島町生涯学習推進総合計画

事業費 1,852 2,273 1,441 1,441 1,441

・コーディネーターによる活動
支援
・地域の団体や人材の発掘
・講座や活動の実施

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・コーディネーターによる活動
支援
・地域の団体や人材の発掘
・講座や活動の実施

・コーディネーターによる活動
支援
・地域の団体や人材の発掘
・講座や活動の実施

・コーディネーターによる活動
支援
・地域の団体や人材の発掘
・講座や活動の実施

・コーディネーターによる活動
支援
・地域の団体や人材の発掘
・講座や活動の実施

県支出金 1,100 1,515 827 827 827財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 752 758 614 614 614

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

4,173人
評価指標設定理由

4,500人 4,752人 4,800人 4,900人 5,000人

実
績 1,404人 2,740人 4,554人 3,235人

地域学校協働活動参加者数
目
標 ‐ 3,900人 4,100人 4,300人

Ｂ

地域学校協働活動（ひろば活動）の魅力が高まれば
利用者の増加につながると考え評価指標を設定し
た。この目標値は、2地区で、年間48回ひろばを実
施した場合の評価値である。

評
価 ‐ Ｃ Ａ Ｃ
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～ 年度

　

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ｄ

まちづくり活動の回数増加・充実を目
指す過程で町と課題の共有等を図る
ことで、施策の目的である「町とのコ
ミュニケーションの充実」につなげるこ
とができる。

評
価 ‐ Ａ Ｄ Ｄ

①4回
②1回評価指標設定理由

①80回
②2回

①100回
②3回

①110回
②4回

①120回
②4回

①130回
②5回

実
績 40回 55回 43回

①8回
②2回

①かわじま☆未来塾によるま
ちづくり活動数
②かわじま☆未来塾による事
業提案数

目
標 ‐ ①50回 ①60回

①70回
②1回

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 83 545 176 176 176

事業費 83 545 176 176 176

・塾生の活動支援
・公募委員候補者の募集
・まちづくり活動団体への補助

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・塾生の活動支援
・公募委員候補者の募集
・まちづくり活動団体への補助

・塾生の活動支援
・公募委員候補者の募集
・まちづくり活動団体への補助

・塾生の活動支援
・公募委員候補者の募集
・まちづくり活動団体への補助

・塾生の活動支援
・公募委員候補者の募集
・まちづくり活動団体への補助

計画期間 - -

事業目的

かわじま☆未来塾を運営し、塾生と町職員が協働で調査研究と政策立案・企
画を行うことにより、町全体の政策形成力を高め、未来に希望ある魅力的なま
ちづくりを目指す。また、政策形成過程を通じて、地域を支えるリーダーを養成
する。近年、塾生の対象を広げ、「町の発展に質する活動に意欲のある者」と
し、塾活動を活発的となった。
また、公募委員候補者名簿登載者の募集を年1回実施している。（応募につい
ては随時受付）

評価の考え方
及び

今後の対応策

令和６年度は、未来塾の塾生が主体となり、SNSを活用し町の魅力を発信し
た。活発に活動は行っているものの、活動数について目標に達しなかったた
め、評価を「D」とした。
令和７年度も引き続き町の魅力発信を継続していくとともに、効果検証をし、事
業改善を図りながら事業を進めていく。

実施計画事業名 住民力結集事業 予算書事業名 住民力結集事業 関連計画

№ 重要2 戦略目標 つなぐ 施策名 新しい自治体コミュニケーションの推進 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 政策推進課 グループ名： 政策・財政グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

№ 1 戦略目標 つなぐ 施策名 多文化共生社会の推進 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 生涯学習課 グループ名： 生涯学習グループ

計画期間 - -

事業目的

町内在住外国人に対する国際交流事業の実施や日本語学習等の支援を行う。

評価の考え方
及び

今後の対応策

特定非営利活動法人と委託契約を結び、支援事業を実施している。支援内容と
しては、町内在住外国人に対する日本語学習支援が中心となっている。その取
組に加えて、地域住民との交流事業の実施回数を増やし、多様な文化を受け入
れ、共生する機運を醸成する事業の実施を行う。

実施計画事業名 外国人支援事業 予算書事業名 生涯学習推進事業 関連計画
川島町教育大綱、川島町教育行政重点施

策、川島町生涯学習推進総合計画

事業費 452 611 500 500 500

・特定非営利活動法人の活動
支援
・外国人の日本語教室の開催
・イベント等事業の実施
・コーディネート事業の実施

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・特定非営利活動法人の活動
支援
・外国人の日本語教室の開催
・イベント等事業の実施
・コーディネート事業の実施

・特定非営利活動法人の活動
支援
・外国人の日本語教室の開催
・イベント等事業の実施
・コーディネート事業の実施

・特定非営利活動法人の活動
支援
・外国人の日本語教室の開催
・イベント等事業の実施
・コーディネート事業の実施

・特定非営利活動法人の活動
支援
・外国人の日本語教室の開催
・イベント等事業の実施
・コーディネート事業の実施

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 452 611 500 500 500

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

3回
評価指標設定理由

3回 3回 4回 4回 5回

実
績 1回 1回 1回 2回

町内在住外国人と地域住民と
の交流事業実施回数

目
標 ‐ 1回 1回 2回

Ａ

多文化共生の機運の醸成度を
交流事業の実施回数により測
定する。

評
価 ‐ Ａ Ａ Ａ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ｃ

各地区に地域の全ての方が気軽に集まれ
る小さな拠点が増えていくことにより、町民
同士のふれあいによる地域コミュニティの活
性化や世代間交流が促進されるため

評
価 ‐ Ｄ Ｃ Ｂ

39箇所
評価指標設定理由

43箇所 47箇所 49箇所 51箇所 53箇所

実
績 31箇所 32箇所 35箇所 39箇所

通いの場・小さな拠点の箇所数
目
標 ‐ 34箇所 37箇所 40箇所

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 673 790 790 790 790

事業費 673 790 790 790 790

・通いの場・小さな拠点の充実
を社協と実施（いきいき体操）
（地域ささえあい協議体）（住民
サロン等）

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・通いの場・小さな拠点の充実
を社協と実施（いきいき体操・
22箇所・R7.7時点)（地域ささえ
あい協議体・13箇所）（住民サ
ロン等・4箇所）

・通いの場・小さな拠点の充実
を社協と実施（いきいき体操）
（地域ささえあい協議体）（住民
サロン等）

・通いの場・小さな拠点の充実
を社協と実施（いきいき体操）
（地域ささえあい協議体）（住民
サロン等）

・通いの場・小さな拠点の充実
を社協と実施（いきいき体操）
（地域ささえあい協議体）（住民
サロン等）

計画期間 - -

事業目的

地域住民の自主的な活動により、子どもから高齢者までの多世代が集う居場
所（サロン）の設置及び活動支援を行う。 評価の考え方

及び
今後の対応策

気軽に集まれる小さな拠点が増えていくことにより、町民同士のふれあいによ
る地域コミュニティの活性化や世代間交流が促進される。

実施計画事業名 住民サロン事業 予算書事業名 住民サロン事業 関連計画 第2次川島町地域福祉計画

№ 2 戦略目標 つなぐ 施策名 ふれあいの場の充実 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 健康福祉課 グループ名： 福祉グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ｄ

自治会が中心となって実施する地域
のコミュニティ活動への満足度を向上
することにより、町民の日常生活を送
る上でのいきがいを測定する。

評
価 ‐ Ａ Ｄ Ａ

12.7%
評価指標設定理由

15.0% 16.0% 17.0% 18.0% 19.0%

実
績 11.1% 12.7% 10.1% 14.2%

地域コミュニティ活動への満足度
目
標 ‐ 12.0% 13.0% 14.0%

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他 1,900 2,500 2,500 2,500 2,500

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 22,116 28,390 23,140 23,140 23,140

事業費 24,016 30,890 25,640 25,640 25,640

・各自治会に対する補助（自治
会運営費助成金、地縁団体事
務費助成金等）
・コミュニティ推進協議会に対
する補助（地区コミュニティ活
動事業補助金）
・コミュニティ助成事業（（一財）
自治総合センター）を活用した
集会所整備事業

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・各自治会に対する補助（自治
会運営費助成金、地縁団体事
務費助成金等）
・コミュニティ推進協議会に対
する補助（地区コミュニティ活
動事業補助金）
・コミュニティ助成事業（（一財）
自治総合センター）を活用した
集会所整備事業

・各自治会に対する補助（自治
会運営費助成金、地縁団体事
務費助成金等）
・コミュニティ推進協議会に対
する補助（地区コミュニティ活
動事業補助金）
・コミュニティ助成事業（（一財）
自治総合センター）を活用した
集会所整備事業

・各自治会に対する補助（自治
会運営費助成金、地縁団体事
務費助成金等）
・コミュニティ推進協議会に対
する補助（地区コミュニティ活
動事業補助金）
・コミュニティ助成事業（（一財）
自治総合センター）を活用した
集会所整備事業

・各自治会に対する補助（自治
会運営費助成金、地縁団体事
務費助成金等）
・コミュニティ推進協議会に対
する補助（地区コミュニティ活
動事業補助金）
・コミュニティ助成事業（（一財）
自治総合センター）を活用した
集会所整備事業

計画期間 R5 継続

事業目的

各自治会の活動推進及び充実を図ると共に、自治会、区長、区長会等との連
絡・調整・支援を実施する。

評価の考え方
及び

今後の対応策

自治会活動を推進することで、自治会加入率の向上を図るため、様々な補助メニューを
検討し、各自治会の財政的な支援を行ってきたが、依然、自治会の加入率は減少傾向
にあるものの、コミュニティ活動に対する満足度は目標より低いため、「D」評価とした。
今後も、自治会活動の拠点となる集会所の改修や修繕等の必要性を把握し、補助金の
メニューや補助率を適宜検討するとともに、時代にあった持続可能な自治会活動を目指
し、行政区の人口が少ない地区や、自治会間で交流のある地区を優先に、統合や再編
を協議し、10年後、20年後を見据えた自治会のあり方に向けて改善を図る。

実施計画事業名 コミュニティ推進事業（再掲） 予算書事業名 自治振興事業 関連計画

№ 3 戦略目標 つなぐ 施策名 いきがいの創出 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 総務課 グループ名： 自治振興グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ａ

中高生自らが企画した事業の実施を
目指し、青少年健全育成に寄与する
ため、参加事業数を増やし、事業内容
の充実を図るため。

評
価 ‐ Ａ Ａ Ａ

1件
評価指標設定理由

1件 2件 2件 2件 2件

実
績 2件

事業の検討
を行う。

事業の検討
を行う。

1件

子育て支援総合センターにお
ける中高生参加事業数

目
標 ‐

事業の検討
を行う。

事業の検討
を行う。

1件

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

0

その他 111 129 129 129 129

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

3,601

県支出金 3,777 3,600 3,600 3,600 3,600財
源
内
訳

国庫支出金 3,777 3,601 3,601 3,601

地方債 0 0 0

一般財源 20,101 23,124 21,976 22,415 23,076

0

事業費 27,766 30,454 29,306 29,745 30,406

・川島町子育て支援総合センター
管理運営（施設管理・事業企画及
び運営）

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・川島町子育て支援総合センター
管理運営（施設管理・事業企画及
び運営）

・川島町子育て支援総合センター
管理運営（施設管理・事業企画及
び運営）

・川島町子育て支援総合センター
管理運営（施設管理・事業企画及
び運営）

・川島町子育て支援総合センター
管理運営（施設管理・事業企画及
び運営）

計画期間 H29 -

事業目的

川島町子育て支援総合センター（かわみんハウス）において、様々な子育て
支援事業を展開する。　※指定管理期間　R7～9
①子育て支援センター　　　　　　 …　未就学までの子どもと保護者
②児童センター　　　　　　　　　　　…　18歳までの子どもと保護者
③まなびのサポートセンター　　　…　登校が困難な児童と保護者
④放課後児童クラブ（つばさ北）　…　保護者が昼間家庭にいない児童

評価の考え方
及び

今後の対応策

青少年が地域社会に関わりを持つためのボランティア体験や事業の充実を図
り、青少年の社会参加活動を推進する。

実施計画事業名 子育て支援総合センター管理運営事業 予算書事業名 子育て支援総合センター管理運営事業 関連計画 川島町子ども・子育て支援事業計画

№ 4 戦略目標 つなぐ 施策名 青少年の地域参加の推進 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 子育て支援課 グループ名： 子ども未来推進室
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

4,000件
(7千万円)

5,000件
(7千万円)

6,000件
(1億円)

7,000件
(1億円)

7,000件
(1億円)

2,123件
(3,763万8千円)

2,180件
(3,616万5千円)

2,930件
(4,606万9,035円)

3,000件
(4千万円)

3,000件
(5千万円)

3,500件
(7千万円)

Ｂ

新しいつながりの創出を目標とするのであれば、ふ
るさと納税の寄附金額よりも、つながりを数値化す
るという観点において、寄附件数がよりふさわしいと
考えるため。

評
価 ‐ Ｄ Ｄ Ｄ

評価指標設定理由
実
績 2,616件

ふるさと納税寄附件数
目
標 ‐

3,731件
(7,077万276円)

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 30,742 24,898 24,898 24,898 24,898

事業費 30,742 24,898 24,898 24,898 24,898

・ふるさと納税寄附金の受け入
れ及びお礼の品の送付等ふる
さと納税に関する業務
・地域商社との連携による事
業の実施

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・ふるさと納税寄附金の受け入
れ及びお礼の品の送付等ふる
さと納税に関する業務
・地域商社との連携による事
業の実施

・ふるさと納税寄附金の受け入
れ及びお礼の品の送付等ふる
さと納税に関する業務
・地域商社との連携による事
業の実施

・ふるさと納税寄附金の受け入
れ及びお礼の品の送付等ふる
さと納税に関する業務
・地域商社との連携による事
業の実施

・ふるさと納税寄附金の受け入
れ及びお礼の品の送付等ふる
さと納税に関する業務
・地域商社との連携による事
業の実施

計画期間 H20 -

事業目的

　本町にふるさと納税寄附を行った町外に在住する方に対して、特産品等を贈
呈することにより、ふるさと納税寄附の推進を図り、町財政に資すると共に、町
の特産品、地元企業をはじめ、町全体のPRに寄与することを目的とする。

評価の考え方
及び

今後の対応策

　評価指標として、寄附金額と寄附件数の両指標を設定する必要がある。町財政への寄
与という観点では寄附金額、町PRという観点では寄附件数によって達成状況が図れる
ためである。
　令和6年度は、目標の寄附件数に対して80.56％の達成率であるためBとした。
　今後の課題として寄附金額、寄附件数の増加に対応できる事務体制の確保、寄附金
使途の検討などが必要である。

実施計画事業名 ふるさと納税推進事業 予算書事業名 ふるさと納税推進事業 関連計画

№ 5 戦略目標 つなぐ 施策名 新しいつながりの創出 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 政策推進課 グループ名： 政策・財政グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

№ 6 戦略目標 つなぐ 施策名 文化財の保護・活用及び伝統文化の継承 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 生涯学習課 グループ名： 生涯学習グループ

計画期間 - -

事業目的

「かわじま郷土資料室」を核にして、町の歴史・文化を学ぶことで、郷土を愛し、
誇りに思う心を醸成する。
※令和3年度から3か年で、国指定重要文化財「旧遠山家住宅東棟」の茅葺屋
根葺き替えを行う（国・県・町補助事業）

評価の考え方
及び

今後の対応策

「かわじま郷土資料展示室」の来室者数を評価指標とする。
「かわじま郷土資料展示室」の来室者が増えるように、魅力的な展示、各種講座
の実施、企画展の開催、郷土芸能団体との連携、資料の保存を実施すること
で、魅力的な資料室づくりに努める。

実施計画事業名
文化財保護事業

かわじま郷土資料展示室運営事業
予算書事業名

・文化財保護事業
・かわじま郷土資料展示室運営事業

関連計画
川島町教育大綱、川島町教育行政重点施

策、川島町生涯学習推進総合計画

事業費 1,722 2,073 4,923 5,093 3,443

・旧遠山家住宅葺替
・郷土学習講座
・展示室消耗品購入
・郷土芸能指導員養成

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・郷土学習講座
・展示室消耗品購入
・文化財紹介動画制作

・郷土学習講座
・展示室消耗品購入
・文化財紹介動画制作

・旧遠山家住宅葺替
・郷土芸能指導員養成
・郷土学習講座
・展示室消耗品購入
・文化財紹介動画制作

・旧遠山家住宅葺替
・郷土学習講座
・展示室消耗品購入
・郷土芸能指導員養成

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 1,722 2,073 4,923 5,093 3,443

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

452人
評価指標設定理由

200人 300人 400人 500人 550人

実
績 開設準備 開設準備

令和4年度末
開設

731人

郷土資料館来館者数
目
標 ‐ 開設準備 開設準備 150人

Ａ

郷土資料館の設置を目指す。
企画展や講座を開催し、来場者の増加

を目指す。
評
価 ‐ Ｂ Ａ Ａ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ａ

デジタル化を推進するための基盤とな
るマイナンバーカードの交付率を上げ
ることで、町民の利便性向上や行政運
営の効率化を図る。

評
価 ‐ Ａ Ａ Ａ

90.97%
評価指標設定理由

交付率80% 交付率85% 交付率86% 交付率87% 交付率88%

実
績 21.06% 51.22% 72.58% 81.53%

マイナンバーカード交付率
目
標 ‐ 交付率50% 交付率60% 交付率70%

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

0

その他 6,560 6,572 6,572 6,572 6,572

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

248

県支出金 242 652 652 652 652財
源
内
訳

国庫支出金 13,617 14,147 248 248

地方債 0 0 0

一般財源 4,274 5,830 4,128 4,128 4,128

0

事業費 24,693 27,201 11,600 11,600 11,600

・マイナサポートの継続実施
・コンビニ交付の推進
・更新手続きに伴う、窓口業務
体制の整備促進

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・マイナサポートの継続実施
・コンビニ交付の推進
・更新手続きに伴う、窓口業務
体制の検討及び試行

・マイナサポートの継続実施
・コンビニ交付の推進
・更新手続きに伴う、窓口業務
体制の検討及び試行

・マイナサポートの継続実施
・コンビニ交付の推進
・更新手続きに伴う、窓口業務
体制の整備促進

・マイナサポートの継続実施
・コンビニ交付の推進
・更新手続きに伴う、窓口業務
体制の整備促進

計画期間 H28 -

事業目的

町民諸届出等に基づく住民記録を適正に行い、各種証明の交付や町行政
サービスの的確な実施につなげるとともに、マイナンバーカード普及によりデジ
タル化を推進することで、町民の利便性向上を図る。
【マイナンバーカード交付率：R7目標値　85%（第６次川島町総合振興計画）】
【証明書発行コンビニ交付率：R8目標値　50%（川島町ＤＸ推進計画】

評価の考え方
及び

今後の対応策

目標のマイナンバーカード交付率80%を達成したため、Ａ評価とした。
8割以上に普及したことから、今後はマイナンバーカードの利便性を実感いた
だくため、活用場面を創出していく必要がある。
また、令和12年度以降、10年更新手続きにより、窓口の混乱が想定されるめ、
対応策の検討とともに、現状以上の体制整備が必要となる。

実施計画事業名 戸籍住民登録管理事業 予算書事業名 戸籍住民登録管理事業 関連計画 ＤＸ推進計画

№ 7 戦略目標 つなぐ 施策名 デジタル化の推進 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 町民生活課 グループ名： 町民グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ｄ

広域連携による事業数が増えることに
より、多くの事業で連携したことにな
り、広域連携の可能性につながってい
く。

評
価 ‐ Ａ Ｄ Ｄ

13事業
評価指標設定理由

19事業 20事業 21事業 22事業 23事業

実
績 16事業 16事業 13事業 15事業

広域連携による事業数
目
標 ‐ 16事業 17事業 18事業

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 3,306 3,326 3,326 3,326 3,326

事業費 3,306 3,326 3,326 3,326 3,326

・各協議会等への参画
　（負担金）

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・各協議会等への参画
　（負担金）

・各協議会等への参画
　（負担金）

・各協議会等への参画
　（負担金）

・各協議会等への参画
　（負担金）

計画期間 - -

事業目的

各広域連携団体（比企広域市町村圏組合、川越都市圏まちづくり協議会、比
企地域元気アップ実行委員会）で、協力しながら、広域連携について議論研究
等をしていく。 評価の考え方

及び
今後の対応策

会議等により各種事業の検討を行っている。令和６年度は川越都市圏まちづ
くり協議会において広域行政課題研修会を実施した。
また、令和８年度から開始となる第４次レインボープラン策定のため、令和６、
７年度については、一部事業を縮小している。
広域連携の具体的事業展開について、他市町村と協議会等で議論をしていく
上で、連携を強化していく必要がある。

実施計画事業名 広域行政推進事業 予算書事業名 広域行政推進事業 関連計画 川島町総合振興計画

№ 8 戦略目標 つなぐ 施策名 広域連携の推進 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 政策推進課 グループ名： 政策・財政グループ
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令和１０年度

113,345百万円

43,876

500

15,969

324

4,521

15,707

1,600

4,300

0

500

15,969

324

4,521

15,707

1,600

5,255

0

令和９年度

111,239百万円

概算事業費（千円）

R9R8R7

800

19,969

6,324

4,521

15,707

1,600

4,295

0

53,216 42,921

　　　戦略目標３　評価指標

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

4

5

観光振興事業

　　　戦略目標３ つくる「未来に輝く稼ぐ地域をつくる」施策別 代表事業実施計画

No.

重要1

代表事業名

重要2

1

2

3 商工業振興事業

施策名

川島インターチェンジ周辺整備の推進

地域資源の総動員による稼ぐ力の向上

魅力ある土地利用

地域特性を活かした農業振興

活気ある事業活動の推進

圏央道インターシティプラン推進事業

地方創生推進事業

都市計画総務事業

新規就農総合支援事業

DX推進事業

6 公共施設等総合管理事業

年度ごと概算事業計

地域資源を活かした観光振興

新たな行政サービスの導入

官民連携の推進

令和６年度 令和７年度 令和８年度

目
標 ‐ 94,000百万円 98,000百万円 102,000百万円

90,614百万円 116,802百万円 128,899百万円 集計中 集計中
評価指標設定理由

戦略目標３で掲げる取組の成
果を測定するため、「町内総生
産額」によって町民や事業者
の皆さまが生み出した付加価
値を測り、町の稼ぐ力を確認す
る。

評
価 ‐ A A ‐ ‐

町内総生産額
106,000百万円 107,031百万円 109,135百万円

実
績
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ａ Ａ

関係機関との調整
（県）

関係機関との調整
（県）

令和１０年度令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

約125ha

Ａ

約125ha

Ｂ

関係機関との調整
（国）

関係機関との調整
（国）評価指標設定理由

産業基盤を整備・拡充することで、地
域経済の活性化及び雇用創出が図ら
れたことを測定する。

評
価 ‐

実
績 90ha

工業用地の拡大面積
目
標 ‐

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

関係機関との
農林調整

都市計画法手続き着手 都市計画 決定告示 約125ha
（土地区画整理事業認可）

関係機関との
農林調整

関係機関との
農林調整

その他

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 4,388 948 800 500 500

事業費 4,388 948 800 500 500

・川島インターチェンジ南側地区の整
備推進

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度
・川島インターチェンジ南側地区の整
備推進

・川島インターチェンジ南側地区の整
備推進

・川島インターチェンジ南側地区の整
備推進

・川島インターチェンジ南側地区の整
備推進

計画期間 4 -

事業目的

川島インターチェンジ南側地区の開発を推進することで、町の産業振興と雇用
創出の核となる企業集積の基盤が確保され、地域経済の活性化を図る。 評価の考え方

及び
今後の対応策

今後、人口減少に伴う町税の減少や、老朽化した公共施設の改修等建設事業
も重なることが予想され、歳入歳出の乖離はさらに大きくなっていく。そのため、
産業基盤としての工業用地面積（川島インターチェンジ周辺開発など）を整備拡
充することで自主財源が確保され、かつ新たな雇用も創出される。
今後も、計画通り整備拡充を推進する。

実施計画事業名 圏央道インターシティプラン推進事業 予算書事業名 圏央道インターシティプラン推進事業 関連計画 川島町都市計画マスタープラン

№ 重要1 戦略目標 つくる 施策名 川島インターチェンジ周辺整備の推進 分類 拡充・一部新規

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： まち整備課 グループ名： まちづくり・空き家対策室
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～ 年度

 　

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ｃ

地域商社の会員登録者（団体）数にて
測定する。地域商社の会員数を増加さ
せることで、施策の目的である地域資
源の総動員による稼ぐ力の向上につな
げる。

評
価 ‐ Ｄ Ｃ Ｄ

161
評価指標設定理由

300 400 500 550 575

実
績 設立準備 1 68 93

地域商社会員数（個人・法人）
目
標 ‐ 50 100 200

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金 1,953 6,930 6,930 6,930 6,930財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 5,746 9,039 13,039 9,039 9,039

事業費 7,699 15,969 19,969 15,969 15,969

・KJブランド認証事業
・地域おこし協力隊活動費支援
・地域商社出資

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・KJブランド認証事業
・地域おこし協力隊活動費支援
・地域商社出資

・KJブランド認証事業
・地域おこし協力隊活動費支援
・地域商社出資

・KJブランド認証事業
・地域おこし協力隊活動費支援
・地域商社出資
・情報発信ツール（るるぶ）増刷

・KJブランド認証事業
・地域おこし協力隊活動費支援
・地域商社出資

計画期間 - -

事業目的

地域の資源を生かした収益事業で稼ぎ、その利益を町に還元する＝「再投資」
することで、地域経済の活性化を図る地域商社の活動を支援する。町民や町
内事業者の「参加型」の組織を形成することで、地域生産性の向上やシビック
プライドを醸成する。
ＫＪブランド認証事業に取り組み、特産品等のブランド力の向上を図る。

評価の考え方
及び

今後の対応策

地域商社「一般社団法人さまちか」の核となる事業について模索中であり、会
員の登録数が目標値に達しなかったため、評価を「D」とした。
事業の企画立案の幅を広げ、事業収益を拡充した上で法人運営の安定化を図
り、自走できる体制を整備する必要がある。
ＫＪブランド戦略について、既存のKJブランドの制度見直しを図り、PR戦略の改
善を実施していくことにより、事業者の稼ぐ力の向上を目指していく。

実施計画事業名 地方創生推進事業 予算書事業名 地方創生推進事業 関連計画 ＫＪブランド戦略

№ 重要2 戦略目標 つくる 施策名 地域資源の総動員による稼ぐ力の向上 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 政策推進課 グループ名： 政策・財政グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

令和１０年度

93.6%

Ｃ Ｃ

92.4% 92.4%

93.4%

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

評価指標設定理由
土地利用構想に基づいて進める魅力
あるまちづくりの効果を測定するため、
市街化区域内宅地化率の上昇につい
て検証する。

評
価 ‐ Ａ Ａ

実
績 92.0% 92.4% 92.4%

市街化区域内の宅地化率

目
標 ‐ 92.2% 92.4%

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

92.6% 92.8% 93.0% 93.2%

その他 418 318 318

県支出金 1,806 6 6財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 587 324 4,100 0 0

事業費 587 324 6,324 324 324

・都市計画審議会の運営

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・都市計画審議会の運営 ・都市計画審議会の運営 ・都市計画審議会の運営
・都市計画基礎調査
　

・都市計画審議会の運営

計画期間 - -

事業目的

　無秩序な開発を防止し、目指すべき都市の姿を実現するための開発許可制
度について、膨大な時間を要する窓口での事前相談や電話対応等についてDX
化を進めることで、行政及び申請者双方の負担を軽減し、サービスの向上を図
る。

評価の考え方
及び

今後の対応策

開発許可事務において膨大な時間を要する事前相談等における双方の負担を
軽減するため、都市計画情報のオープンデータ化を進めるとともに、11号区域
等の都市計画情報を落とし込みGISデータを補完する。

実施計画事業名 都市計画総務事業 予算書事業名 都市計画総務事業 関連計画 都市計画マスタープラン

№ 1 戦略目標 つくる 施策名 魅力ある土地利用 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： まち整備課 グループ名： まちづくり・空き家対策室
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ａ
認定新規就農者の人数を指標
とする。

評
価 - Ａ Ａ Ａ

22人
評価指標設定理由

13人 14人 14人 15人 15人

実
績 12人 12人 12人 18人

認定新規就農者数
目
標 ‐ 12人 12人 13人

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他 20

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金 5,250 4,520 4,521 4,521 4,521財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 0 1 0 0 0

事業費 5,270 4,521 4,521 4,521 4,521

・新規就農の支援
（補助・サポーター謝金）
・広報の特設コーナーでの周
知

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・新規就農の支援
（補助・サポーター謝金）
・広報の特設コーナーでの周
知

・新規就農の支援
（補助・サポーター謝金）
・広報の特設コーナーでの周
知

・新規就農の支援
（補助・サポーター謝金）
・広報の特設コーナーでの周
知

・新規就農の支援
（補助・サポーター謝金）
・広報の特設コーナーでの周
知

計画期間 H26 -

事業目的

新規就農者を増やし、農業の担い手不足や耕作放棄地の解消を目指す。

評価の考え方
及び

今後の対応策

新規参入の課題としては、技術取得までの期間や一定の農業所得を得るまで
期間がかかることがあげられる。補助金の返還にならないよう適切な営農指導
を実施する。

実施計画事業名 新規就農総合支援事業 予算書事業名 農業者支援事業 関連計画

№ 2 戦略目標 つくる 施策名 地域特性を活かした農業振興 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 農政産業課 グループ名： 農政産業グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ａ

町内商工業者の支援が商工会の活動
目的であるため、支援対象となるべき
商工業者が増えなくては所期の目標
が達成できないため

評
価 ‐ Ａ Ａ Ａ

555
（70.3%）評価指標設定理由

545
（64.2%）

555
（65.0％)

565
(65.8%）

575
（66.6%）

585
（67.4%）

実
績 505 539 534

565
（66.9%）

商工会会員数
（商工会会員加入率）

目
標 ‐ 515 525 535

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 16,220 16,207 15,707 15,707 15,707

事業費 16,220 16,207 15,707 15,707 15,707

商工会事業への補助
住宅リフォームへの補助
かわじまランタン祭実行委員
会への補助

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

商工会事業への補助
住宅リフォームへの補助
かわじまランタン祭実行委員
会への補助

商工会事業への補助
住宅リフォームへの補助
かわじまランタン祭実行委員
会への補助

商工会事業への補助
住宅リフォームへの補助
かわじまランタン祭実行委員
会への補助

商工会事業への補助
住宅リフォームへの補助
かわじまランタン祭実行委員
会への補助

計画期間 - -

事業目的

町内事業者が円滑に事業を展開できるよう川島町商工会が基盤整備や販路
開拓、経営相談等の支援を実施し、地元商工業の発展を図る。 評価の考え方

及び
今後の対応策

商工会事業の実績に大きな変化がないため。
今後は事業の進捗管理と業務改善を川島町商工会とともに進めていく。
商工会会員加入者数増加を目指す。（目標値　R7・555人、R12・605人　毎年
度１０名会員増）

実施計画事業名 商工業振興事業 予算書事業名 商工業振興事業 関連計画

№ 3 戦略目標 つくる 施策名 活気ある事業活動の推進 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 農政産業課 グループ名： 農政産業グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ｄ

交流人口の増加により測定する。
評
価 ‐ Ｄ Ｄ Ｄ

23,040人
評価指標設定理由

67,000人 70,000人 73,000人 75,000人 77,000人

実
績 56,177人 5,906人 20,000人 28,000人

交流人口

目
標 ‐ 55,000人 60,000人 65,000人

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 1,464 4,759 1,600 1,600 1,600

事業費 1,464 4,759 1,600 1,600 1,600

・白鳥写真コンテスト
・かわじま和舟体験会
・観光PRグッズの作成
・各種イベントの開催検討

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・白鳥写真コンテスト
・かわじま和舟体験会
・川島町マスコットキャラクター
グッズ作成
・川島町観光ガイドマップ「め
ぐーる」作成
・観光看板修繕
・かわべえ、かわみん着ぐるみ
クリーニング

・白鳥写真コンテスト
・かわじま和舟体験会
・川島町観光ガイドマップ「め
ぐーる」作成
・かわべえ着ぐるみ更新業務
委託
・長楽公衆トイレ撤去工事

・白鳥写真コンテスト
・かわじま和舟体験会
・観光PRグッズの作成
・各種イベントの開催検討

・白鳥写真コンテスト
・かわじま和舟体験会
・観光PRグッズの作成
・各種イベントの開催検討

計画期間 - -

事業目的

地域資源を活用した周遊ルート観光やリピーターを獲得するための誘客事業
を展開する。 評価の考え方

及び
今後の対応策

コロナの位置づけが引き下げられ、従来の観光事業が全国的に回復し、また
インバウンド需要が大幅に増加していることから、さまちか、川島町商工会、民
間事業者、学校等と連携を図りながら観光振興スキームを策定する。
評価指標について、新たな指標の設定を検討する。

実施計画事業名 観光振興事業 予算書事業名 観光振興事業 関連計画

№ 4 戦略目標 つくる 施策名 地域資源を活かした観光振興 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 農政産業課 グループ名： 農政産業グループ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ａ

町民の利便性向上や行政運営の効率
化を図るため、行政サービスの行政手
続きのデジタル化を推進します。

評
価 ‐ Ａ Ａ Ａ

7件
評価指標設定理由

6件 7件 8件 8件 9件

実
績 0件 1件 3件 5件

行政事業への新たな技術導入数
【指標修正】

R7までに7件以上、
Ｒ１２までに１０件以上

目
標 ‐ 1件 3件 5件

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

2,627

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金 1,009 64,199 1,025 300

地方債

一般財源 3,394 7,887 3,270 4,000 2,628

事業費 4,403 72,086 4,295 4,300 5,255

・要支援者システムの導入
・ＲＰＡの導入拡大
・議会ＩＣＴ化更新検討
・ＡＩ活用事業の検討

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・ガバメントクラウド標準化の実施
・LoGoフォームの導入
・不登校メタバースの実施
・議会ＩＣＴ化事業の実施
・ＡＩチャットボット検討
・文書管理電子決裁検討
・電子マニュアル検討

・ガバメントクラウド開始
・AIチャットボット導入
・財務会計電子決裁検討

・財務会計電子決裁　の導入
・水道管ＡＩの導入
・個人情報等セキュリティ見直しの検
討
・ＲＰＡ導入の検討
・電子請求書、契約検討

・個人情報等セキュリティ見直しの実
施
・ＲＰＡの導入
・電子請求書、契約導入
・ネットワーク更新
・DXを活用した共通窓口の検討
・ＲＰＡ等の拡大検討
・電子申請促進

計画期間 R4 -

事業目的

ICTを活用した新たな行政サービスを導入し、町民の利便性向上や職員の業
務改善・効率化を図り、新たな価値の創出に取り組む。 評価の考え方

及び
今後の対応策

令和３年度に、AI相談パートナー（文字起こし)、令和４年度にコンビニ交付・書
かない窓口等各種システムを導入し、令和５年度は、生成ＡＩ導入や保育園ＩＣ
Ｔ化、令和６年度は、電子申請及び教育メタバースを導入したため、Ａとした。
デジタル技術等の進歩がめざましく、住民の利便性向上と継続可能な組織等
の実現するため、今後も動向に注視しながら、より効率的な利用検討を行う。

実施計画事業名 DX推進事業 予算書事業名 DX推進事業 関連計画 川島町DX推進計画

№ 5 戦略目標 つくる 施策名 新たな行政サービスの導入 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 政策推進課 グループ名： DX推進室

48



～ 年度

 　

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ａ

PPP/PFI事業検討数の回数で評価す
る。今後は官でだけでなく、民間企業
や学問の知見や資源を生かした、まち
づくりをするため。

評
価 ‐ Ａ Ａ Ａ

2件
評価指標設定理由

2件 3件 3件 3件 3件

実
績 0 1件 1件 1件

PPP/PFI事業検討数
目
標 ‐ 1件 1件 1件

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 0 0 0 0 0

事業費 0 0 0 0 0

・行政系地域全体構想調査・研究

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・行政系地域全体構想調査・研究
・町有地活用方法検討

・行政系地域全体構想調査・研究
・町有地活用方法検討

・行政系地域全体構想調査・研究
・町有地活用方法検討

・行政系地域全体構想調査・研究

計画期間 - -

事業目的

平成の森公園のリニューアルによる地域経済の活性化や関係及び交流人口の拡充を実
現するため、周辺施設も含めた長期的な土地利用構想を策定する。策定した構想に基
づき、関係機関と横断的にまちづくりを進め、政策間連携や民間活力の導入、町民参画
による地方創生を実現する。
町内にある公共施設及び町有地の地域資源を生かした活用方法を検討し、町の活性化
を図る。

評価の考え方
及び

今後の対応策

民間活力を生かした事業検討数について目標を達成していることから評価を
「A」とした。
公共施設管等総合管理事業については、場当たり的な整備をせず、町の将来
を見据えた一体的な活用構想をまとめる必要があり、産官学が連携したまち
づくりを進める必要がある。今後は、政策研究やプロジェクトチームの活用方
針を基に、町の意思決定を行い、サウンディング調査やPFIによる整備を進め
る。

実施計画事業名 公共施設等総合管理事業予算書事業名公共施設等総合管理事業 関連計画

№ 6 戦略目標 つくる 施策名 官民連携の推進 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 政策推進課 グループ名： 政策・財政グループ
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令和１０年度

765人

新たな生涯学習の推進体制構築

生きる力を育む学校教育の推進

学力向上推進事業（小学校）

子育て支援総合センター管理運営事業（再掲）

学校応援団事業

地域学校協働活動推進事業 （再掲）

　　　戦略目標４　評価指標

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

3

4

5 30,406

79,129

29,745

代表事業名
概算事業費（千円）

R9

3,214

16,646

12,476

2,470

12,476

0

1,441

0

1,441

0

1,441

776人

78,029

750人

　　　戦略目標4 そだてる「未来へはばたく人財をそだてる」施策別 代表事業実施計画

No.

重要1

R8

重要2-2

重要2-1

1

2 12,476

学力向上推進事業（中学校）

総合型地域スポーツクラブ活動推進事業

学力推進向上事業（中学校）（一部再掲）

R7

12,476

2,470

施策名

3,214

16,646

12,476

78,468

29,306

心と体を育む教育環境の整備・充実

2,470

12,476

夢を育む新たな学校づくり

社会を生き抜く人財の育成

子育て支援・児童福祉の充実

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

年度ごと概算事業計

小中一貫教育推進事業 3,214

16,646

多様な学習機会の充実

各種講座・教室参加者数
700人 720人 735人

実
績

評価指標設定理由

戦略目標４で掲げる取組の成果を
測定するため、「各種講座・教室
参加者数」によって町民の皆さま
が自身の能力やスキル等を向上
した機会数を測り、活躍する人財
の育成効果を確認する。

評
価 ‐ D D A A

目
標 ‐ 660人 670人 680人

651人 452人 593人 733人
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

№ 重要1 戦略目標 そだてる 施策名 夢を育む新たな学校づくり 分類 拡充・一部新規

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 教育総務課 グループ名： 学校教育グループ

計画期間 R3 -

事業目的

川島町立小学校規模適正計画に基づき、川島町小中一貫教育推進協議会に
て、学校、保護者、地域の意見を取り入れながら、小中一貫教育を進める。

評価の考え方
及び

今後の対応策

　小中一貫教育校では、小学生は目上を敬う心、中学生は小さい子を思いやる
心等を育みつつ、９年間のカリキュラムにおいて切れ目のない学校生活より、学
力向上に繋げていくことが求められる。
　小中学校間連携を推進し、小中一貫教育推進協議会等において、効果や課題
を検証し、改善していく。また、児童生徒の学校に対する満足度（学級生活が楽
しい）を調査及び精査し、毎日通いたいと思える魅力ある学校づくりに取り組む。

実施計画事業名 小中一貫教育推進事業 予算書事業名 小中一貫教育推進事業 関連計画 公共施設個別施設計画

事業費 781,829 3,214 3,214 3,214 3,214

・小中一貫教育校の検討会
議、研究、改善及び検証
・小中連携、交流事業の実施

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・小中一貫教育の検討会議及
び研究
・小学校低学年棟建築
・中学校校舎改造工事
・小学校統合協議会等の運営
・小・中学校通学区域審議会の
設置

・小中一貫教育校開校
・小中一貫教育校開校後の検
討会議、研究及び検証
・施設分離型小中一貫教育校
授業における授業展開（事業
検討）

・小中一貫教育校の検討会
議、研究、改善及び検証
・施設分離型小中一貫教育校
授業における授業展開（事業
実施）
・小中連携、交流事業の実施

・小中一貫教育校の検討会
議、研究、改善及び検証
・小中連携、交流事業の実施

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債 371,800

一般財源 273,601 3,214 3,214 3,214 3,214

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他 136,428

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

改修完了
（小学校93.0％
中学校92.7％）評価指標設定理由

校舎増築工事等
（小中学校共に

92.0％）

事業計画決定
（小中学校共に

93.0％）

事業計画検証
（小中学校共に

94.0％）

事業計画検証
（小中学校共に

95.0％）

事業計画検証
（小中学校共に

95.0％）

実
績 検討開始 協議・研究 専門部署の設置

改修実施
（小学校91.7％
中学校91.6％）

小中一貫教育校計画の推進
（学級での生活が楽しかったと
感じている児童生徒の割合）

目
標 ‐ 協議・研究 専門部署の設置 既存校舎の改修

Ａ

本施策の効果を測定するため、小中一
貫教育校計画の進捗状況を確認する
ことで、子どもたちにとって適正規模の
学校づくりの進行を検証する。前期基
本計画の計画期間では、※つばさ南・
北小学校、川島中学校を対象に検討を
進める。
(サブ指標：学校づくりの成果を図るた
め、子どもたちの学校に対する満足度
を評価指標に設定）

評
価 ‐ Ａ Ａ Ａ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

№ 重要2-1 戦略目標 そだてる 施策名 社会を生き抜く人財の育成 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 教育総務課 グループ名： 学校教育グループ

計画期間 - -

事業目的

　学力向上を図るため、小中学校長を構成員とする学力向上推進委員会を設
置し、県学力学習状況調査・全国学力学習状況調査の分析、川島独自の一斉
テストの実施・分析を行い、学習指導の改善策を検討する。
　また、学校と家庭との連携を図りながら、教員による細やかな指導を実施す
る。
　学習用端末のさらなる利活用を推進し、子どもたちに学力向上に繋げる。

評価の考え方
及び

今後の対応策

　　県学力学習状況調査・全国学力学習状況調査を分析し、学校と連携して各
種事業に取り組んだが、数値目標に届いていない。
　分析をさらに進め、指導方法の工夫・改善や学習用端末のＡＩドリル教材の活
用等をさらに推進するとともに、学力向上に繋がる事業等を学校と共に検討し
ていく。

実施計画事業名 学力向上推進事業 予算書事業名 学力向上推進事業（小学校） 関連計画

事業費 15,120 14,285 16,646 16,646 16,646

・県学力学習状況調査・全国学
力学習状況調査、川島独自の
一斉テストの実施・分析
・家庭学習ノートの配付
・学習用端末の学校及び家庭
での更なる活用
・英語教育の充実

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・県学力学習状況調査・全国学
力学習状況調査、川島独自の
一斉テストの実施・分析
・家庭学習ノートの配付
・学習用端末及びAIドリル教材
の学校及び家庭での活用

・県学力学習状況調査・全国学
力学習状況調査、川島独自の
一斉テストの実施・分析
・家庭学習ノートの配付
・学習用端末の学校及び家庭
での活用
・英語教育の充実

・県学力学習状況調査・全国学
力学習状況調査、川島独自の
一斉テストの実施・分析
・家庭学習ノートの配付
・学習用端末の学校及び家庭
での更なる活用
・英語教育の充実

・県学力学習状況調査・全国学
力学習状況調査、川島独自の
一斉テストの実施・分析
・家庭学習ノートの配付
・学習用端末の学校及び家庭
での更なる活用
・英語教育の充実

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 15,120 14,285 16,646 16,646 16,646

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

1/14教科
評価指標設定理由

7/14教科 8/14教科 9/14教科 10/14教科 11/14教科

実
績 3/14教科 5/14教科 3/14教科 1/14教科

埼玉県学力・学習状況調査全学
年・全教科平均点以上教科数（１
年生：２教科、２、３年生：３教科）
※重要施策2-2と合算値

目
標 ‐ 4/14教科 5/14教科 6/14教科

Ｄ

学力がどの程度を身につけられたか図
るため、県学力・学習状況調査の結果
を指標に設定

評
価 ‐ Ａ Ｄ Ｄ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

№ 重要2-2 戦略目標 そだてる 施策名 社会を生き抜く人財の育成 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 教育総務課 グループ名： 学校教育グループ

計画期間 - -

事業目的

　学力向上を図るため、小中学校長を構成員とする学力向上推進委員会を設
置し、県学力学習状況調査・全国学力学習状況調査の分析、川島独自の一斉
テストの実施・分析を行い、学習指導の改善策を検討する。
　また、学校と家庭との連携を図りながら、教員による細やかな指導を実施す
る。
　学習用端末のさらなる利活用を推進し、子どもたちに学力向上に繋げる。

評価の考え方
及び

今後の対応策

　　県学力学習状況調査・全国学力学習状況調査を分析し、学校と連携して各
種事業に取り組んだが、数値目標に届いていない。
　分析をさらに進め、指導方法の工夫・改善や学習用端末のＡＩドリル教材の活
用等をさらに推進するとともに、学力向上に繋がる事業等を学校と共に検討し
ていく。

実施計画事業名 学力向上推進事業 予算書事業名 学力向上推進事業（中学校） 関連計画

事業費 12,012 12,876 12,476 12,476 12,476

・県学力学習状況調査・全国
学力学習状況調査、川島独自
の一斉テストの実施・分析
・学習用端末の学校及び家庭
での更なる活用

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・県学力学習状況調査・全国
学力学習状況調査、川島独自
の一斉テストの実施・分析
・学習用端末及びAIドリル教材
の学校及び家庭での活用

・県学力学習状況調査・全国
学力学習状況調査、川島独自
の一斉テストの実施・分析
・学習用端末及びAIドリル教材
の学校及び家庭での活用

・県学力学習状況調査・全国
学力学習状況調査、川島独自
の一斉テストの実施・分析
・学習用端末の学校及び家庭
での更なる活用

・県学力学習状況調査・全国
学力学習状況調査、川島独自
の一斉テストの実施・分析
・学習用端末の学校及び家庭
での更なる活用

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 12,012 12,876 12,476 12,476 12,476

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

1/14教科
評価指標設定理由

7/14教科 8/14教科 9/14教科 10/14教科 11/14教科

実
績 3/14教科 5/14教科 3/14教科 1/14教科

埼玉県学力・学習状況調査全学
年・全教科平均点以上教科数（１
年生：２教科、２、３年生：３教科）
※重要施策2-1と合算値

目
標 ‐ 4/14教科 5/14教科 6/14教科

Ｄ

全ての生徒が、高い学力を身につける
ことで、社会を生き抜く人財を育成する 評

価 ‐ Ａ Ｄ Ｄ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

№ 1 戦略目標 そだてる 施策名 新たな生涯学習の推進体制構築 分類 拡充・一部新規

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 生涯学習課 グループ名： 生涯学習グループ

計画期間 - -

事業目的

誰でも自由に気軽にいつまでもスポーツに親しめるよう、総合型地域スポーツ
クラブの事業を支援する。 評価の考え方

及び
今後の対応策

設立から５年が経過し、順調に会員数を伸ばすような取り組みを続けてきた
が、講師の確保等に課題が発生し、実施できない講座が発生した。
また、totoからの助成が令和６年度で助成期間が終了する。会員数が増えて
きたとはいえ、全ての経費を会員の会費のみで運営できる状況には至ってい
ないため、町スポーツ事業を委託発注することで支援する。

実施計画事業名
総合型地域スポーツクラブ活動推

進事業
予算書事業名 スポーツ振興事業 関連計画

川島町教育大綱、川島町教育行政重点施
策、川島町生涯学習推進総合計画

事業費 4,560 2,470 2,470 2,470 2,470

クラブ運営の支援

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

クラブ運営の支援 クラブ運営の支援
（R7から法人化）

クラブ運営の支援 クラブ運営の支援

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 1,277 2,470 2,470 2,470 2,470

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他 3,283

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

198人評価指標設定理由

170人 180人 190人 200人 210人

実
績 116人 152人 225人 221人

総合型地域スポーツクラブ会
員数

目
標 ‐ 140人 150人 160人

Ａ

総合型地域スポーツクラブが会費収入
により自主運営することを目指す。毎
年10人ずつ増やし、R7に会員数１８０

人を達成する。

評
価 ‐ Ａ Ａ Ａ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

№ 2 戦略目標 そだてる 施策名 生きる力を育む学校教育の推進 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 教育総務課 グループ名： 学校教育グループ

計画期間 - -

事業目的

　学力向上を図るため、小中学校長を構成員とする学力向上推進委員会を設
置し、県学力学習状況調査・全国学力学習状況調査の分析、川島独自の一斉
テストの実施・分析を行い、学習指導の改善策を検討する。
　また、学校と家庭との連携を図りながら、教員による細やかな指導を実施す
る。
　学習用端末のさらなる利活用を推進し、子どもたちに学力向上に繋げる。

評価の考え方
及び

今後の対応策

　英語取得率は向上したが、取得率は目標に届いていない。
　引き続き、ＡＬＴを学校に常駐させるとともに、ＡＬＴ業務委託業者による英検対
策講座の実施、英検対策AI教材の活用を推進する。また、小学校から英語に
親しみ、楽しむ体験を創出し、英語を学びたいという意欲を向上させ、英検受験
者の増加と取得率向上を図る。

実施計画事業名 学力向上推進事業 予算書事業名 学力向上推進事業（中学校） 関連計画

事業費 12,012 12,876 12,476 12,476 12,476

・ＡＬＴを学校に常駐させるとと
もに、ALT業務委託業者による
英検対策講座の実施
・学習用端末を活用した英検対
策の実施（AIドリル教材等）
・県学力学習状況調査・全国学
力学習状況調査、川島独自の
一斉テストの実施・分析
　

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・ＡＬＴを学校に常駐させるとと
もに、ALT業務委託業者による
英検対策講座の実施
・学習用端末を活用した英検対
策の実施（AIドリル教材等）
・県学力学習状況調査・全国学
力学習状況調査、川島独自の
一斉テストの実施・分析
　

・ＡＬＴを学校に常駐させるとと
もに、ALT業務委託業者による
英検対策講座の実施
・学習用端末を活用した英検対
策の実施（AIドリル教材等）
・県学力学習状況調査・全国学
力学習状況調査、川島独自の
一斉テストの実施・分析
　

・ＡＬＴを学校に常駐させるとと
もに、ALT業務委託業者による
英検対策講座の実施
・学習用端末を活用した英検対
策の実施（AIドリル教材等）
・県学力学習状況調査・全国学
力学習状況調査、川島独自の
一斉テストの実施・分析
　

・ＡＬＴを学校に常駐させるとと
もに、ALT業務委託業者による
英検対策講座の実施
・学習用端末を活用した英検対
策の実施（AIドリル教材等）
・県学力学習状況調査・全国学
力学習状況調査、川島独自の
一斉テストの実施・分析
　

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 12,012 12,876 12,476 12,476 12,476

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

34.8%
評価指標設定理由

57% 60% 62% 64% 66%

実
績 46.1% 39.3% 31.0% 34.0%

中学２・３年生英検４級以上取得
率

目
標 ‐ 50% 53% 55%

Ｄ

グローバル社会において活躍できる人
材育成を目指すため、全生徒の英検取
得率を指標に設定

評
価 ‐ Ｄ Ｄ Ｄ

55



～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

№ 3 戦略目標 そだてる 施策名 心と体を育む教育環境の整備・充実 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 教育総務課 グループ名： 学校教育グループ

計画期間 - -

事業目的

ボランティアの協力をいただき、教育環境の整備・充実を推進し、児童・生徒に
対し、教育における切れ目のない支援を図る。

評価の考え方
及び

今後の対応策

　学校応援団登録者数は若干減少したものの、目標数には到達している。
　地域とともに学校運営を進めていくため、学校運営協議会（コミュニティスクー
ル）における協議を進めるとともに、地域学校協働本部と連携・協働を推進す
る。
　また、ハード、ソフトの両側面から教育環境の整備・充実を図り、児童生徒を
支援する。

実施計画事業名 学校応援団事業 予算書事業名 学校教育事業 関連計画

事業費 0 0 0 0 0

・学校応援団の支援、周知広
報
・県学力学習状況調査を分析
し、教育環境の整備を推進

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・学校応援団の支援、周知広
報

・学校応援団の支援、周知広
報
・県学力学習状況調査を分析
し、教育環境の整備を推進

・学校応援団の支援、周知広
報
・県学力学習状況調査を分析
し、教育環境の整備を推進

・学校応援団の支援、周知広
報
・県学力学習状況調査を分析
し、教育環境の整備を推進

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 0 0 0 0 0

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

384人
（79.3％）評価指標設定理由

380人
（81.0％）

390人
（82.0％）

400人
（83.0％）

410人
（84.0％）

420人
（84.1％）

実
績 355人 340人 394人

390人
（80.6％）

学校応援団登録者数
（自分に良いところがあると感

じている児童の割合）

目
標 ‐ 360人 365人 370人

Ａ

学校応援団の登録者数を測り、児童が
安全・安心に学校生活を送ることができ
る環境を整備する。
（サブ指標：「自己肯定感」を評価指標
に設定し、豊かな心と健やかな体を育
む目標を測定する。）

評
価 ‐ Ｄ Ａ Ａ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

№ 4 戦略目標 そだてる 施策名 多様な学習機会の充実 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 生涯学習課 グループ名： 生涯学習グループ

計画期間 - -

事業目的

地域と学校がお互いに協力して、子どもを中心に大人もまなび・活動できる「み
んなの居場所（学校開放）」をつくることで、子どもと大人の交流を促進し、子ど
もを中心とした多世代に多様な体験の機会を提供することで、地域をげんきに
する県補助事業。

評価の考え方
及び

今後の対応策

地域学校協働活動推進員のネットワークを利用することで、新たな人材を獲得
し目標を達成できた。今後の実践を通じながら人材の獲得を継続して一層の事
業の推進を図りたい。

実施計画事業名地域学校協働活動推進事業（再掲）予算書事業名 地域学校協働活動推進事業 関連計画
川島町教育大綱、川島町教育行政重
点施策、川島町生涯学習推進総合計

画

事業費 1,852 2,273 1,441 1,441 1,441

・コーディネーターによる活動
の支援
・地域の団体や人材の発掘
・講座や活動の実施

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・コーディネーターによる活動
の支援
・地域の団体や人材の発掘
・講座や活動の実施

・コーディネーターによる活動
の支援
・地域の団体や人材の発掘
・講座や活動の実施

・コーディネーターによる活動
の支援
・地域の団体や人材の発掘
・講座や活動の実施

・コーディネーターによる活動
の支援
・地域の団体や人材の発掘
・講座や活動の実施

県支出金 1,100 1,515 827 827 827財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

一般財源 752 758 614 614 614

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

その他

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

23人
評価指標設定理由

17人 18人 18人 19人 19人

実
績 15人 19人 20人 22人

各種事業を実施することができ
る

人財の数

目
標 ‐ 16人 16人 17人

Ａ

事業目的を達成するには、魅力的な事
業を企画・運営できる人財が必要不可
欠であるため

評
価 ‐ Ａ Ａ Ａ
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～ 年度

総合振興計画進行管理　・事業評価

Ｃ

町内在住者にとって、利用しやすい事
業・施設を目指す。 評

価 ‐ Ａ Ａ Ｃ

4,879人
評価指標設定理由

5,800人 7,000人 7,800人 8,200人 8,500人

実
績 3,129人 3,830人 4,892人 4,560人

来館者数（町内在住者）
目
標 ‐ 3,800人 4,400人 5,100人

評価指標 基準 令和３年度 令和４年度 令和５年度

0

その他 111 129 129 129 129

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度令和６年度

3,601

県支出金 3,777 3,600 3,600 3,600 3,600財
源
内
訳

国庫支出金 3,777 3,601 3,601 3,601

地方債 0 0 0

一般財源 20,101 23,124 21,976 22,415 23,076

0

事業費 27,766 30,454 29,306 29,745 30,406

・川島町子育て支援総合センター
管理運営（施設管理・事業企画及
び運営）

年　　度
（単位：千円）

令和6年度
（決算額）

令和7年度
（当初予算額）

令和8年度 令和9年度 令和10年度

各年度の
事業概要

令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

・川島町子育て支援総合センター
管理運営（施設管理・事業企画及
び運営）

・川島町子育て支援総合センター
管理運営（施設管理・事業企画及
び運営）

・川島町子育て支援総合センター
管理運営（施設管理・事業企画及
び運営）

・川島町子育て支援総合センター
管理運営（施設管理・事業企画及
び運営）

計画期間 H29 -

事業目的

川島町子育て支援総合センター（かわみんハウス）において、様々な子育て
支援事業を展開する。　※指定管理期間　R7～9
①子育て支援センター　　　　　　 …　未就学までの子どもと保護者
②児童センター　　　　　　　　　　　…　18歳までの子どもと保護者
③まなびのサポートセンター　　　…　登校が困難な児童と保護者
④放課後児童クラブ（つばさ北）　…　保護者が昼間家庭にいない児童

評価の考え方
及び

今後の対応策

青少年が地域社会に関わりを持つためのボランティア体験や事業の充実を図
り、青少年の社会参加活動を推進する。

実施計画事業名 子育て支援総合センター管理運営事業（再掲） 予算書事業名 子育て支援総合センター管理運営事業 関連計画 川島町子ども・子育て支援事業計画

№ 5 戦略目標 そだてる 施策名 子育て支援・児童福祉の充実 分類 継続

川 島 町 総 合 振 興 計 画
川 島 町 ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 総 合 戦 略
実 施 計 画 調 書

課局室名： 子育て支援課 グループ名： 子ども未来推進室
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